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こ
の
と
こ
ろ
「
住
民
運
動
」
が
介
在
し
て
い
る

産
廃
施
設
問
題
に
接
す
る
こ
と
が
多
い
。
見
聞
の

範
囲
で
は
な
ぜ
か
相
対
的
に
み
て
良
心
的
な
産
廃

処
理
企
業
が
行
政
や
地
元
住
民
か
ら
目
の
敵
に
さ

れ
て
い
る
。稀
で
は
あ
れ
反
対
運
動
が
と
き
に「
進

歩
的
」
地
方
議
員
の
集
票
装
置
化
し
て
い
る
疑
い

を
感
じ
る
こ
と
も
あ
る
。
問
題
と
さ
れ
る
産
廃
処

理
場
の
現
地
に
行
く
と
、
近
く
に
も
っ
と
ひ
ど
い

処
理
場
が
倒
産
後
放
置
さ
れ
た
り
、
周
辺
に
大
き

な
弊
害
を
も
た
ら
し
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
。

　

過
去
の
多
数
の
廃
棄
物
業
者
が
行
っ
た
行
為
か

ら
、
自
然
、飲
料
水
、農
業
生
産
物
な
ど
の
被
害
発

生
を
懸
念
す
る
付
近
住
民
の
方
々
や
地
元
自
治
体

の
心
配
は
理
解
で
き
る
。
比
較
的
良
心
的
な
業
者

が
応
じ
ざ
る
を
得
な
い
公
害
防
止
協
定
は
業
者
側

の
義
務
だ
け
を
定
め
た
片
務
的
な
も
の
が
多
い
。

　

紆
余
曲
折
を
経
て
、
公
害
防
止
協
定
を
結
ん
だ

上
で
廃
棄
物
処
理
場
が
で
き
る
、
あ
る
い
は
、
業

者
が
撤
退
す
る
こ
と
も
あ
る
だ
ろ
う
。
そ
こ
で
、

せ
っ
か
く
の
「
住
民
運
動
」
が
、
次
の
ス
テ
ッ
プ

と
し
て
「
ま
ち
づ
く
り
」
に
つ
な
が
っ
て
い
る
か

ど
う
か
が
気
に
な
る
。

　
「
ま
ち
づ
く
り
」
の
先
進
事
例
研
究
は
枚
挙
に

暇
が
な
い
。
だ
が
、こ
の
種
の
反
対
・
抵
抗
型
「
住

民
運
動
」
が
、「
ま
ち
づ
く
り
」
に
つ
な
が
っ
た

事
例
は
あ
ま
り
見
つ
か
ら
な
い
し
、
そ
の
種
の
研

究
も
乏
し
い
。

　

ど
う
も
、「
住
民
運
動
」
と
「
市
民
運
動
・
ま

ち
づ
く
り
」
は
違
う
よ
う
で
あ
る
。「
住
民
運
動
」

の
英
語
訳
も
複
数
あ
る
が
、「
ま
ち
づ
く
り
」
に

至
っ
て
は
あ
ま
り
に
多
義
的
な
た
め
か
適
切
な
訳

語
が
ほ
と
ん
ど
見
つ
か
ら
な
い
。
市
民
運
動
は
、

狭
い
地
域
を
越
え
た
活
動
が
念
頭
に
置
か
れ
る
こ

と
が
多
い
よ
う
で
あ
る
。
こ
ち
ら
の
運
動
は
、
狭

域
の
集
合
的
利
益
よ
り
も
い
っ
そ
う
広
範
囲
な
共

通
利
益
の
発
展
な
ど
を
対
象
と
す
る
も
の
が
多
そ

う
で
、
反
っ
て
「
ま
ち
づ
く
り
」
と
い
う
言
葉
と

親
和
的
な
感
じ
が
す
る
。
し
か
し
、
狭
域
と
い
う

点
か
ら
は
、「
住
民
運
動
」の
地
理
的
範
囲
こ
そ
が
、

一
般
的
な
用
語
で
い
う
「
ま
ち
づ
く
り
」
の
範
囲

と
重
な
り
そ
う
な
気
が
す
る
。

　

な
ぜ
反
対
型
の
「
住
民
運
動
」
が
「
ま
ち
づ
く

り
」
と
い
う
成
果
に
一
般
的
に
は
結
び
つ
か
な
い

か
。「
産
廃
を
受
け
入
れ
な
い
ま
ち
づ
く
り
」
と

い
う
実
践
も
あ
る
が
、
産
業
発
展
の
恩
恵
は
誰
も

が
少
な
か
ら
ず
受
け
て
い
る
。
産
廃
問
題
を
契
機

に
し
た
「
住
民
運
動
」
の
成
果
と
し
て
の
「
ま
ち

づ
く
り
」の
実
践
例
に
も
っ
と
接
し
た
い
と
思
う
。

雪
だ
る
ま
祭
り
（
石
川
県
）

〈
住
民
運
動
〉と〈
ま
ち
づ
く
り
〉

き

さ

し
げ

お

九
州
大
学
大
学
院
法
学
研
究
院
教
授　

木 

佐　

茂 

男お

巻
コ ラ ム

頭
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解

説

解

説地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

―

平
成
23
年
度
関
係
省
庁
予
算―

―

平
成
23
年
度
関
係
省
庁
予
算―

政
府
は
、昨
年
12
月
24
日
の
臨
時
閣
議
に
お
い
て
、

平
成
23
年
度
予
算
案
を
決
定
し
た
。

一
般
会
計
の
総
額
は
、
22
年
度
当
初
予
算
比
0
・

1
％
増
の
92
兆
4
、1
1
6
億
円
。子
ど
も
手
当
な
ど

の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト（
政
権
公
約
）関
連
の
経
費
上
積
み

や
、
高
齢
化
に
よ
る
社
会
保
障
関
係
費
の
自
然
増
な

ど
で
、当
初
予
算
と
し
て
過
去
最
大
規
模
と
な
っ
た
。

政
策
的
経
費
で
あ
る
一
般
歳
出
は
、
54
兆
7
8
0

億
円
で
同
1
・
2
％
の
増
加
。
公
共
事
業
関
係
費
は

同
13
・
8
％
減
の
4
兆
9
、
7
4
3
億
円
と
、
昨
年

に
引
き
続
い
て
大
幅
減
と
な
っ
た
。（
一
括
交
付
金

化
の
影
響
分
を
除
い
た
場
合
は
同
5
・
1
の
減
）
一

方
、
社
会
保
障
関
係
費
は
、
年
金
、
医
療
費
の
大
幅

な
伸
び
に
加
え
、
3
歳
未
満
の
子
ど
も
手
当
を
月
額

7
千
円
上
積
み
し
た
こ
と
等
か
ら
、
同
5
・
3
％
増

の
28
兆
7
、
0
7
9
億
円
と
な
り
、
一
般
歳
出
の
過

半
を
占
め
る
こ
と
と
な
っ
た
。

一
方
、
歳
入
で
は
、
税
収
が
同
9
・
4
％
増
の
40

兆
9
、
2
7
0
億
円
と
な
り
、
2
年
ぶ
り
に
40
兆
円

を
超
え
た
。
こ
れ
は
法
人
税
収
が
企
業
収
益
の
回
復

を
想
定
し
同
30
・
9
％
増
の
7
兆
7
、
9
2
0
億
円
、

所
得
税
が
所
得
控
除
見
直
し
な
ど
に
よ
り
同
6
・

9
％
増
の
13
兆
4
、
9
0
0
億
円
と
見
込
ん
だ
こ
と

等
に
よ
る
も
の
。
ま
た
税
外
収
入
と
し
て
同
32
・

2
％
減
の
7
兆
1
、
8
6
6
億
円
を
計
上
し
た
が
、

新
規
国
債
発
行
額
に
つ
い
て
、
税
収
を
大
き
く
上
回

る
、
22
年
度
当
初
と
ほ
ぼ
同
額
の
44
兆
2
、
9
8
0

億
円
（
う
ち
、
赤
字
国
債
38
兆
2
、
0
8
0
億
円
、

建
設
国
債
6
兆
9
0
0
億
円
）
に
達
し
、
当
初
ベ
ー

ス
で
2
年
連
続
し
て
借
金
が
税
収
を
上
回
る
状
態
と

な
っ
た
。

ま
た
、
平
成
23
年
度
の
地
方
財
政
対
策
は
、
政
府

予
算
編
成
の
決
定
を
前
に
、
12
月
22
日
、
片
山
総
務

相
と
野
田
財
務
相
が
閣
僚
折
衝
を
行
い
決
着
し
た
。

地
方
財
政
計
画
の
全
体
規
模
は
、
前
年
度
比
0
・

5
％
増
の
82
兆
5
、2
0
0
億
円
で
、3
年
ぶ
り
の
増

額
。
公
債
費
を
除
く
政
策
的
経
費
で
あ
る
一
般
歳
出

は
0
・
8
％
増
の
66
兆
8
、
4
0
0
億
円
と
な
っ
た
。

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
一
般
会
計
か
ら
の
支

出
額
（
入
り
口
ベ
ー
ス
）
で
は
同
4
・
0
％
減
の
16

兆
7
、
8
4
5
億
円
と
5
年
ぶ
り
の
減
額
と
な
っ
た

が
、
昨
年
同
様
、
既
定
の
加
算
と
は
別
枠
で
1
兆
2
、

6
5
0
億
円
を
増
額
。
こ
れ
を
含
め
た
地
方
交
付
税

の
総
額
は
、
地
方
自
治
体
に
配
分
す
る
出
口
ベ
ー
ス

で
同
2
・
8
％
増
の
17
兆
3
、
7
3
4
億
円
と
な
り
、

4
年
連
続
の
増
額
を
確
保
し
た
。
こ
れ
に
地
方
税
、

地
方
譲
与
税
、
臨
時
財
政
対
策
債
等
を
加
え
た
地
方

一
般
財
源
総
額
は
、
前
年
度
と
同
水
準
の
59
兆
4
、

9
9
0
億
円
と
な
っ
た
。

な
お
、
地
方
の
財
源
不
足
額
を
補
う
た
め
に
発
行

す
る
臨
時
財
政
対
策
債
に
つ
い
て
は
、
税
収
の
増
に

伴
い
、
同
20
・
1
％
減
の
6
兆
1
、
5
9
3
位
億
円

と
な
り
、
こ
れ
に
伴
い
、
地
方
債
依
存
度
は
13
・

9
％
程
度
に
改
善
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
財

政
力
の
弱
い
地
方
公
共
団
体
に
配
慮
し
、
財
源
調
整

機
能
を
強
化
す
る
た
め
、
不
交
付
団
体
を
含
む
全
団

体
に
配
分
す
る
現
方
式
を
今
後
3
年
間
で
段
階
的
に

廃
止
、
不
交
付
団
体
に
は
配
分
し
な
い
方
式
に
移
行

す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
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平成23年度一般会計歳入歳出概算

平成23年度一般会計歳出概算主要経費別内訳

区　　　　　　　　分 平成22年度予算額
（当初）（Ａ）

平成23年度
概算額（Ｂ）

比較増△減額
（Ｂ－Ａ） 伸　　率

歳　　　　　　入 ％
1．租 税 及 印 紙 収 入 373,960 409,270 35,310 9.4
2．そ の 他 収 入 106,002 71,866 △34,136 △32.2
（うち特例法によるもの（注1）） （51,146） （24,897） （△26,249） （△51.3）
3．公 債 金 443,030 442,980 △50 △0.0
 ⑴ 公 債 金 63,530 60,900 △2,630 △4.1
 ⑵ 特 例 公 債 金 379,500 382,080 2,580 0.7

合　 　 　 　 　計 922,992 924,116 1,124 0.1
歳　　　　　　出
1．国 債 費 206,491 215,491 9,000 4.4
2．基 礎 的 財 政 収 支 対 象 経 費 709,319 708,625 △694 △0.1
（うち地方交付税交付金等） （174,777） （167,845） （△6,932） （△4.0）

計 915,810 924,116 8,306 0.9
3．平成20年度決算不足補てん繰戻 7,182 － △7,182 －

合　　　　　計 922,992 924,116 1,124 0.1

（単位　億円）

（単位　億円）

（注１）特例法によるものとは、「平成22年度における財政運営のための公債の発行の特例等に関する法律」及び「平成23年度における財
政運営のための公債の発行の特例等に関する法律」（仮称）に基づく収入のうち特例公債金以外の収入をいう。

（注２）計数整理の結果、異動を生ずることがある。
（注３）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

事　　　　　　　　項 平成22年度予算額
（当初）（Ａ）

平成23年度
概算額（Ｂ）

比較増△減額
（Ｂ－Ａ） 伸　　率

％
社 会 保 障 関 係 費 272,686 287,079 14,393 5.3
文 教 及 び 科 学 振 興 費 55,872 55,100 △772 △1.4
（ う ち 科 学 技 術 振 興 費 ） （13,334） （13,352） （18） （0.1）
国 債 費 206,491 215,491 9,000 4.4
恩 給 関 係 費 7,144 6,434 △710 △9.9
地 方 交 付 税 交 付 金 等 174,777 167,845 △6,932 △4.0
防 衛 関 係 費 47,903 47,752 △151 △0.3
公 共 事 業 関 係 費 57,731 49,743 △7,987 △13.8
経 済 協 力 費 5,822 5,298 △524 △9.0
中 小 企 業 対 策 費 1,911 1,969 58 3.0
エ ネ ル ギ ー 対 策 費 8,420 8,559 139 1.7
食 料 安 定 供 給 関 係 費 11,612 11,587 △25 △0.2
そ の 他 の 事 項 経 費 51,943 55,660 3,717 7.2
（うち地域自主戦略交付金（仮称）） （　－） （5,120） （5,120） （　－）
経済危機対応・地域活性化予備費 10,000 8,100 △1,900 △19.0
予 備 費 3,500 3,500 － －

計 915,810 924,116 8,306 0.9
平成20年度決算不足補てん繰戻 7,182 － △7,182 －

合　　　　　計 922,992 924,116 1,124 0.1

（注）平成22年度予算額は、23年度概算額との比較対照のため、組替えをしてある。
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地方財政への対応と総務省地方財政への対応と総務省地方財政への対応と総務省
平成23年度　関係省庁予算平成23年度　関係省庁予算

－地方自治関係予算・施策の概要－－地方自治関係予算・施策の概要－

特 集特 集

平
成
23
年
度

地
方
財
政
へ
の
対
応
の
概
要

平
成
23
年
度
地
方
財
政
へ
の
対
応
は
12

月
22
日
、
片
山
総
務
大
臣
と
野
田
財
務
大

臣
の
折
衝
で
地
方
交
付
税
総
額
を
前
年
度

か
ら
0
・
5
兆
円
増
額
し
た
17
・
4
兆
円

と
す
る
こ
と
で
合
意
さ
れ
、
12
月
24
日
に

平
成
23
年
度
予
算
案
が
閣
議
決
定
さ
れ

た
。地

方
財
政
計
画
の
規
模
は
、
82
兆
5
、

2
0
0
億
円
程
度
（
前
年
度
比
0
・
5
％
、

3
、
9
0
0
億
円
程
度
増
）
と
な
り
、
対

前
年
度
で
は
増
加
し
た
。
ま
た
、
地
方
一

般
歳
出
は
、
66
兆
8
、
4
0
0
億
円
程
度

（
同
0
・
8
％
、
5
、
1
0
0
億
円
程
度
増
）

が
確
保
さ
れ
た
。
地
方
一
般
歳
出
に
は
、

地
方
の
社
会
保
障
費
が
毎
年
度
大
幅
な
自

然
増
と
な
る
こ
と
に
対
応
し
、
8
、
4
0

0
億
円
程
度
が
増
額
計
上
さ
れ
た
ほ
か
、

別
枠
加
算
分
を
活
用
し
、
平
成
22
年
度
の

「
地
域
活
性
化
・
雇
用
等
臨
時
特
例
費
」

を
拡
充
し
た
「
地
域
活
性
化
・
雇
用
等
対

策
費
（
仮
称
）」
1
兆
2
、
0
0
0
億
円

が
創
設
さ
れ
た
。

地
方
一
般
財
源
総
額
は
、
59
兆
4
、
9

9
0
億
円
（
同
0
・
1
％
、
8
8
7
億
円

増
）
と
な
っ
た
。
こ
の
う
ち
、
地
方
税
及

び
地
方
譲
与
税
は
35
兆
5
、
7
8
6
億
円

と
前
年
度
に
比
べ
1
兆
1
、
5
1
9
億
円

の
増
収
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

地
方
交
付
税
は
17
兆
3
、
7
3
4
億
円

（
同
2
・
8
％
、
4
、
7
9
9
億
円
増
）

と
な
っ
た
。
平
成
22
年
度
か
ら
の
繰
越
分

1
兆
1
2
6
億
円
を
含
め
た
国
税
5
税
の

法
定
率
分
等
10
兆
9
、
8
6
8
億
円
に
、

一
般
会
計
に
お
け
る
加
算
措
置
等
5
兆

1
、
2
1
6
億
円
、
別
枠
に
よ
る
加
算
1

兆
2
、
6
5
0
億
円
を
上
乗
せ
し
、
4
年

連
続
で
増
額
と
な
っ
た
。

別
枠
に
よ
る
加
算
は
、
①
法
人
税
減
税

影
響
分
も
勘
案
し
て
、
2
、
1
5
0
億
円

を
3
年
間
継
続
し
て
加
算
、
②
消
費
税
な

ど
の
税
制
抜
本
改
革
が
行
わ
れ
る
時
ま
で

継
続
す
る
加
算
と
し
て
、
平
成
23
年
度
1

兆
5
0
0
億
円
、
平
成
24
年
度
以
降
の
加

算
額
は
毎
年
度
の
地
財
折
衝
で
決
定
と
す

る
2
種
類
を
設
け
て
い
る
。

臨
時
財
政
対
策
債
は
、
地
方
税
や
交
付

税
が
伸
び
た
結
果
、
6
兆
1
、
5
9
3
億

円
（
同
20
・
1
％
、
1
兆
5
、
4
7
6
億

円
減
）
と
な
っ
た
。
こ
の
た
め
、
地
方
債

依
存
度
は
、
平
成
22
年
度
の
16
・
4
％
か

ら
13
・
9
％
程
度
に
改
善
さ
れ
る
見
込
み

と
な
る
。

財
源
不
足
額
は
、
14
兆
2
、
4
5
2
億

円
（
同
21
・
8
％
減
）
と
な
り
、
こ
の
う

ち
折
半
対
象
財
源
不
足
額
は
7
兆
6
、
3

0
8
億
円
と
な
っ
た
。
ま
た
、
中
期
財
政

フ
レ
ー
ム
の
対
象
期
間
で
あ
る
平
成
23
年

度
か
ら
平
成
25
年
度
ま
で
の
間
に
お
い
て

は
、
国
と
地
方
の
折
半
ル
ー
ル
を
適
用
す

る
こ
と
と
さ
れ
た
。

【
平
成
23
年
度
地
方
税
制
改
正
】

平
成
23
年
度
の
税
制
改
正
で
は
、「
地

方
税
の
充
実
と
住
民
自
治
の
確
立
に
向
け

た
地
方
税
制
度
改
革
」
を
含
め
た
4
項
目

を
柱
と
し
て
、
所
得
課
税
、
資
産
課
税
、

消
費
課
税
全
般
に
わ
た
る
改
正
を
行
う
こ

と
と
し
て
い
る
。
こ
の
中
で
、
地
方
税
に

関
す
る
改
革
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
通
り

と
な
っ
た
。

ま
ず
個
人
住
民
税
に
つ
い
て
は
、
所
得

税
の
諸
控
除
見
直
し
に
伴
い
税
体
系
上
の

整
合
性
を
図
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

①
成
年
扶
養
控
除
に
つ
い
て
年
収
5
6
8

万
円
（
課
税
所
得
4
0
0
万
円
）
以
下
の

納
税
者
を
除
き
控
除
を
廃
止
、
②
退
職
所

得
に
つ
い
て
10
％
税
額
控
除
を
廃
止
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。

法
人
課
税
に
つ
い
て
は
、
法
人
実
効
税

率
5
％
引
き
下
げ
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
。
こ
れ
に
伴
い
、
国
税
で
は
法
人

税
率
を
4
・
5
％
引
き
下
げ
る
こ
と
と
し
、

地
方
税
で
は
法
人
二
税
の
税
率
を
維
持
す

る
こ
と
と
し
た
が
、
法
人
住
民
税
の
法
人

税
割
は
法
人
税
額
に
税
率
を
か
け
て
算
出

す
る
仕
組
み
で
あ
る
た
め
、
実
効
税
率
は

0
・
87
％
下
が
る
計
算
と
な
っ
た
。
な
お
、

税
率
引
き
下
げ
等
に
よ
る
都
道
府
県
と
市

町
村
の
法
人
関
係
税
の
増
減
収
を
調
整
す

る
た
め
、
平
成
24
年
度
か
ら
道
府
県
た
ば

こ
税
の
一
部
を
市
町
村
た
ば
こ
税
に
移
譲

す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

⎩―⎧

⎩―⎧
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ま
た
、「
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の

税
」（
国
税
）
が
、
現
行
の
石
油
石
炭
税

に
Ｃ
Ｏ
²
排
出
量
に
応
じ
た
税
率
を
5
割

上
乗
せ
す
る
「
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め

の
課
税
の
特
例
」
を
設
け
、
導
入
さ
れ
る

こ
と
と
な
っ
た
。
本
会
が
要
望
し
て
き
た

「
全
国
森
林
環
境
税
の
創
設
」
に
つ
い
て

は
、「
森
林
吸
収
源
対
策
を
含
め
た
諸
施

策
の
着
実
な
推
進
に
資
す
る
よ
う
国
全
体

と
し
て
の
財
源
確
保
を
引
き
続
き
検
討
」

と
さ
れ
た
ほ
か
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源

Ｃ
Ｏ
²
排
出
抑
制
策
、
森
林
吸
収
源
対
策

な
ど
の
地
球
温
暖
化
対
策
に
係
る
諸
施
策

を
地
域
に
お
い
て
総
合
的
に
進
め
る
た

め
、
地
方
公
共
団
体
の
財
源
を
確
保
す
る

仕
組
み
に
つ
い
て
検
討
」す
る
と
さ
れ
た
。

な
お
、
揮
発
油
税
、
地
方
揮
発
油
税
及
び

軽
油
引
取
税
の
「
当
分
の
間
税
率
」
に
つ

い
て
は
、
国
・
地
方
の
厳
し
い
財
政
状
況

や
地
球
温
暖
化
対
策
の
観
点
も
踏
ま
え
、

平
成
23
年
度
は
引
き
続
き
現
在
の
税
率
水

準
を
維
持
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

ま
た
、「
地
域
主
権
改
革
と
地
方
税
制
」

に
つ
い
て
は
、現
行
の
地
方
税
制
度
を「
自

主
的
判
断
」
と
「
執
行
の
責
任
」
を
拡
大

す
る
方
向
で
抜
本
的
に
改
革
し
て
い
く
こ

と
を
基
本
と
し
た
上
で
、「
制
限
税
率
の

見
直
し
」、「
消
費
税
・
地
方
消
費
税
の
賦

課
徴
収
に
係
る
地
方
自
治
体
の
役
割
の
拡

大
」
等
に
つ
い
て
、
成
案
を
得
た
も
の
か

ら
速
や
か
に
実
施
す
る
と
さ
れ
た
。

「
地
方
税
に
お
け
る
負
担
軽
減
措
置
等

の
見
直
し
」
に
つ
い
て
は
、固
定
資
産
税
、

不
動
産
取
得
税
等
を
中
心
に
1
0
0
項
目

の
見
直
し
が
行
わ
れ
、
そ
の
結
果
64
項
目

が
廃
止
ま
た
は
縮
減
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ

た
。

【
地
方
債
計
画
】

平
成
23
年
度
地
方
債
計
画
は
、
極
め
て

厳
し
い
地
方
財
政
の
状
況
の
下
で
、
地
域

に
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
を
確
実
に
提
供
で
き

る
よ
う
地
方
財
源
の
不
足
に
対
処
す
る
た

め
の
措
置
を
講
じ
る
と
と
も
に
、
地
方
公

共
団
体
が
、
必
要
性
の
高
い
分
野
へ
の
重

点
的
な
投
資
を
行
え
る
よ
う
、
所
要
の
地

方
債
資
金
の
確
保
を
図
る
こ
と
と
し
て
策

定
し
て
い
る
。

平
成
23
年
度
地
方
債
の
総
額
は
13
兆

7
、
3
4
0
億
円
（
前
年
度
比
13
・
6
％
、

2
兆
1
、
6
3
6
億
円
減
）
で
、
臨
時
財

政
対
策
債
の
大
幅
減
に
よ
り
3
年
ぶ
り
に

減
少
し
た
。

普
通
会
計
分
は
11
兆
4
、
7
7
2
億
円

（
同
14
・
9
％
、
2
兆
1
6
7
億
円
減
）、

公
営
企
業
会
計
等
分
2
兆
2
、
5
6
8
億

円
（
同
6
・
1
％
、
1
、
4
6
9
億
円
減
）

と
な
っ
て
い
る
。
普
通
会
計
分
の
う
ち
、

投
資
事
業
関
連
の
通
常
分
は
3
兆
9
、
7

7
9
億
円
（
同
5
・
4
％
、
2
、
2
9
1

億
円
減
）、
収
支
不
足
を
埋
め
る
な
ど
の

特
別
分
と
し
て
、
臨
時
財
政
対
策
債
6
兆

1
、
5
9
3
億
円
（
同
20
・
1
％
、
1
兆

5
、
4
7
6
億
円
減
）、
財
源
対
策
債
9
、

4
0
0
億
円
（
同
12
・
1
％
、
1
、
3
0

0
億
円
減
）、
退
職
手
当
債
3
、
9
0
0

億
円
（
同
20
・
4
％
、
1
、
0
0
0
億
円

減
）
等
と
な
っ
て
い
る
。

【
平
成
23
年
度
主
要
施
策
等
】

・「
緑
の
分
権
改
革
の
推
進
等
」

①
「
地
域
の
自
給
力
と
創
富
力
を
高
め

る
地
域
主
権
型
社
会
」の
構
築
を
目
指
し
、

「
緑
の
分
権
改
革
」
推
進
の
た
め
、
6
・

2
億
円
、
②
「
定
住
自
立
権
構
想
」
及
び

過
疎
対
策
の
推
進
の
た
め
、
6
・
4
億
円
、

③
自
治
体
ク
ラ
ウ
ド
の
導
入
を
推
進
し
、

行
政
コ
ス
ト
の
大
幅
な
圧
縮
、
行
政
サ
ー

ビ
ス
の
質
の
向
上
を
実
現
す
る
た
め
、

9
・
3
億
円
を
計
上
し
た
。

・「
基
地
交
付
金
・
調
整
交
付
金
」

基
地
等
が
所
在
す
る
市
町
村
に
交
付
す

る
た
め
、
前
年
度
と
同
額
の
3
3
5
・
4

億
円
を
計
上
し
た
。

・「
光
の
道
1
0
0
％
の
実
現
」

教
育
・
医
療
等
の
分
野
に
お
け
る
公
共

ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
導
入
を
前
提
と
し

た
超
高
速
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
基
盤
整
備
を

行
う
地
方
公
共
団
体
等
を
支
援
す
る
た

め
、
25
・
3
億
円
を
計
上
し
た
。

・ 「
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
へ
の
確
実
な
完

全
移
行
」

共
聴
施
設
の
デ
ジ
タ
ル
化
・
新
た
な
難

視
聴
対
策
の
支
援
等
こ
れ
ま
で
の
取
組
を

徹
底
す
る
ほ
か
、
7
月
に
ア
ナ
ロ
グ
放
送

終
了
を
迎
え
る
た
め
に
必
要
と
な
る
最
終

体
制
を
整
備
す
る
た
め
、
3
5
2
・
6
億

円
を
計
上
し
た
。

・「
地
域
の「
つ
な
が
り
力
」
を
高
め
る
利

用
者
本
位
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用
の
促
進
」

携
帯
電
話
の
通
信
が
行
え
な
い
状
態
を

解
消
す
る
た
め
、
携
帯
電
話
エ
リ
ア
整
備

事
業
等
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
地
方
公

共
団
体
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
が
主
体
と
な
り
地
域

の
広
域
連
携
に
よ
る
遠
隔
医
療
、
福
祉
、

介
護
、
防
災
、
防
犯
な
ど
の
分
野
に
お
け

る
効
果
的
・
効
率
的
な
Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用
を

促
進
す
る
た
め
、
1
3
0
・
3
億
円
を
計

上
し
た
。

・「
消
防
防
災
行
政
の
推
進
等
」

①
緊
急
消
防
援
助
隊
設
備
や
消
防
防
災

施
設
の
整
備
を
促
進
す
る
た
め
、
96
・
1

億
円
、
②
聴
覚
障
が
い
者
対
応
型
の
住
宅

用
火
災
警
報
器
を
低
所
得
者
の
障
害
者
世

帯
へ
設
置
す
る
等
の
災
害
時
要
援
護
者
支

援
の
た
め
、
12
・
4
億
円
、
③
患
者
の
症

状
に
応
じ
て
救
急
搬
送
の
優
先
順
位
を
判

断
す
る
「
ト
リ
ア
ー
ジ
」
を
、
家
庭
、
電

話
救
急
相
談
、
1
1
9
番
通
報
、
救
急
搬

送
な
ど
の
各
段
階
で
広
く
共
有
す
る
た
め

の
判
定
基
準
作
成
等
の
た
め
に
、
2
・
5

億
円
を
計
上
し
た
。
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平成23年度地方財政への対応の概要

Ⅰ　平成23年度の地方財政の姿

①　地方財政計画の規模 82兆5,200億円程度 （前年度比＋3,900億円程度、＋0.5％程度）

（参考）水準超経費を除いた場合 81兆8,000億円程度 （　 〃　  ＋3,200億円程度、＋0.4％程度）

②　地方一般歳出 66兆8,400億円程度 （　 〃　  ＋5,100億円程度、＋0.8％程度）

（参考）地方一般歳出（給与関係経費除き）の総額

 45兆5,700億円 （　 〃　  ＋9,300億円程度、＋2.1％程度）

③　一般財源総額 59兆4,990億円 （　 〃　  ＋887億円、＋0.1％）

（参考）一般財源（水準超経費除き）の総額

 58兆7,790億円 （ 　〃　  ＋187億円、＋0.0％）

※　財政運営戦略に定める中期財政フレームに基づき、22年度水準を下回らないよう確保

④　地方交付税の総額 17兆3,734億円 （㉒ 16兆8,935億円、＋4,799億円、＋2.8％）

⑤　地方税及び地方譲与税 35兆5,786億円 （㉒ 34兆4,267億円、＋ 1兆1,519億円、＋3.3％）

⑥　臨時財政対策債 6 兆1,593億円 （㉒ 7兆7,069億円、△ 1兆5,476億円、△20.1％）

⑦　財源不足額 14兆2,452億円 （㉒ 18兆2,168億円、△21.8％）

（参考）折半対象財源不足額 7兆6,308億円 （㉒ 10兆7,760億円、△29.2％）

Ⅱ　地方交付税の増額確保

・別枠加算（12,650億円）の維持や繰越金（10,126億円）の活用等により、地方交付税を0.5兆円増額

・地域活性化・雇用等対策費（仮称）　12,000億円

○　「地域活性化・雇用等対策費」（仮称）12,000億円
　　㉒地域活性化・雇用等臨時特例費9,850億円に、以下の事業等を勘案した2,150億円を上乗せ
　　・子育て現物給付（1,000億円）等の子育て施策
　　・住民生活に光をそそぐ事業
　　・地球温暖化対策暫定事業（100億円）
○　地域活性化・雇用等対策費（仮称）の㉔及び㉕の規模については、㉓の12,000億円を一つの基準に毎年度決定
○ 　地域活性化・雇用等対策費（仮称）の上乗せ分に対応した別枠加算2,150億円は、法人税減税影響分も勘案したものであり、
3年間同額で継続

○ 　その他の別枠加算の仕組みは税制抜本改革時まで継続（㉓の加算額は10,500億円、㉔以降の加算額は財源不足の状況等を
踏まえ決定）
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地方交付税　　17兆3,734億円（前年度比＋4,799億円、＋2.8％）

①　地方交付税の法定率分等　 10兆9,868億円
 ※　国税 5税分の法定率分　 10兆6,101億円
 ※　国税決算精算分（⑲）　 △999億円
 ※　交付税特別会計借入金支払利子　 △4,361億円
 ※　交付税特別会計借入金償還額　 △1,000億円
 ※　平成22年度からの繰越分　 1 兆  126億円
②　一般会計における加算措置等　 5 兆1,216億円
 ※　折半対象以外財源不足における補てん（既往法定分等）　 1 兆3,062億円
 ※　臨時財政対策加算　 3 兆8,154億円
③　別枠による加算（特別枠の上乗せに対応した加算及び財源不足を勘案した加算） 　 1兆2,650億円

Ⅲ　財源不足の補てん

平成23年度における財源不足 14兆2,452億円 （㉒ 18兆2,168億円）

　　　うち折半対象財源不足 7兆6,308億円 （㉒ 10兆7,760億円）

○ 　中期財政フレームの対象期間である平成23年度から平成25年度までの間においては、国と地方の折半ルールを適用するこ
ととし、平成23年度においては、以下のとおり財源不足を補てん
　　【折半対象以外財源不足】 6 兆6,144億円
　　　①　財源対策債の発行 9,400億円
　　　②　地方交付税の増額による補てん 2 兆  712億円
　　　　・一般会計における加算措置（既往法定分等） 8,062億円
　　　　・別枠の加算（特別枠の上乗せに対応した加算及び財源不足を勘案した加算） 1 兆2,650億円
　　　③　交付税特別会計の償還先送り 7,593億円
　　　　　※ 　財政健全化の観点から、23年度に予定していた特別会計借入金の償還（8,593億円）のうち1,000億円を償還し、

残額（7,593億円）を後年度に繰延べ
　　　④　特別会計剰余金の活用 5,000億円
　　　⑤　臨時財政対策債の発行（既往債の元利償還金分等） 2 兆3,439億円
　　【折半対象財源不足】 7 兆6,308億円
　　　①　地方交付税の増額による補てん（臨時財政対策加算） 3 兆8,154億円
　　　②　臨時財政対策債の発行（臨時財政対策加算相当額） 3 兆8,154億円　

【参考】地方交付税の推移（兆円）

　 ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒ ㉓
地方交付税 18.1 16.9 16.9 15.9 15.2 15.4 15.8 16.9 17.4
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Ⅳ　地方財源の確保

一般財源総額 59兆4,990億円 （前年度比＋887億円、＋0.1％）

一般財源（水準超経費除き）の総額 58兆7,790億円 （　 〃　  ＋187億円、＋0.0％）

・地方税 33兆4,037億円 （前年度比＋8,941億円、＋2.8％）

　　うち水準超経費相当額　 7,200億円 （　 〃　  ＋700億円、＋10.8％）

・地方譲与税　 2 兆1,749億円 （　 〃　  ＋2,578億円、＋13.4％）

・地方交付税　 17兆3,734億円 （　 〃　  ＋4,799億円、＋2.8％）

・地方特例交付金　 3,877億円 （　 〃　  ＋45億円、＋1.2％）

・臨時財政対策債 6 兆1,593億円 （　 〃　  △ 1 兆5,476億円、△20.1％）

地方債総額 5 兆3,179億円 （前年度比△4,691億円、△8.1％）

（参考）臨時財政対策債含み 11兆4,772億円 （前年度比△ 2兆167億円、△14.9％）

【通常債】 4 兆3,779億円 （前年度比△3,391億円、△7.2％）

【財源対策債】 9,400億円 （　 〃　  △1,300億円、△12.1％）

（参考）【臨時財政対策債】 6 兆1,593億円 （前年度比△ 1兆5,476億円、△20.1％）

Ⅴ　社会保障関係費の自然増等への対応

Ⅵ　地方財政の健全化

　国と同様、地方の社会保障関係費も毎年度大幅な自然増となることに対応し、平成23年度は8,400億円程度の地方負担（補助・

単独）を増額計上し、対応する財源を確保

・一般財源総額を確保した上で、臨時財政対策債を大幅縮減（△1.5兆円）

・交付税特会借入金を償還（㉓～㉕ 1 千億円、以後 1千億円ずつ増額、33以降は財政運営戦略に基づき、国の債務残高の縮

減の取組と歩調を合わせて償還（30年間各年度 1兆円を基本））

　※　㉓～㉕の償還は、交付税特会借入金利払費の縮減により確保された財源等を活用

○　地方負担　＋8,400億円程度の内訳

　　・一般行政経費補助 ＋4,900億円程度（生活保護、医療、介護等）

　　・一般行政経費単独 ＋2,300億円程度

　　・国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費等 ＋1,200億円程度

○　更に、特別枠（子どもに対する現物給付）を計上 ＋1,000億円
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Ⅶ　臨時財政対策債の配分方式の見直し等

　財政力の弱い地方公共団体への配慮の観点から、臨時財政対策債について、各地方公共団体の発行可能額の算出方法を見直

すとともに、前年度と同じ割合の公的資金を確保

○　財政力の弱い地方公共団体に配慮し、財源調整機能を強化する観点から、今後 3年間で段階的に、不交付団体を含む全団

体に配分する方式（各団体の人口を基礎として算出）を廃止し、22年度に一部導入された、不交付団体には配分しない方式

（各団体の財源不足額を基礎として算出）に移行

○　一般市町村については原則として全額公的資金を配分するなど、地方公共団体の資金調達に配慮する方針

（参考）【臨時財政対策債】　 6 兆1,593億円 （前年度比△ 1兆5,476億円、△20.1％）

うち公的資金　 2 兆4,460億円 （　 〃　  △6,151億円、△20.1％）

・財政融資資金 1 兆7,860億円 （　 〃　  △4,491億円、△20.1％）

・地方公共団体金融機構資金 6,600億円 （　 〃　  △1,660億円、△20.1％）

Ⅷ　子ども手当

・　子ども手当の支給に係る費用負担は、22年度と同様に、子ども手当の一部として、児童手当を支給する仕組みとし、児童

手当分は、児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が従来どおりのルールで費用負担

　　それ以外の部分は、3歳未満に対する上積み部分を含め、全額国庫負担

・　関係府省と地方公共団体の代表者による会議の場において、子ども手当及びそれに関連する現物サービスに係る国と地方

の役割分担及び経費負担のあり方を含め、子ども・子育て新システムの検討との整合性を図りつつ、幅広く検討

○　平成23年度の子ども手当の支給額

　　　 3歳未満：月額20,000円　 3歳以上から中学校修了前まで：月額13,000円

○ 　子ども手当分（上積み分を含む）は全額国庫負担、児童手当分は、国、地方、事業主が従来どおりのルールで負担

○　年少扶養控除の廃止等に伴う平成23年度の交付税（法定率分）の増額（2,113億円）については、交付税（法定率分）の

増額に伴う財源不足額の縮減による交付税（臨時財政対策加算）の減額（▲1,057億円）、児童手当分（平成18、19年度増分）

の特例交付金の減額（▲1,141億円）及び地方財政対策における調整（85億円）により対応

○　地方が地域の実情に応じた現物サービスを拡充できるよう、新たな交付金500億円（1/2等、事業費約1,000億円）を創設

するとともに、子ども現物給付（1,000億円）を勘案して拡充した歳出特別枠を新たに設け、その拡充分の財源として、同

額を地方交付税に別枠加算

Ⅸ　一括交付金（地域自主戦略交付金（仮称））

　「ひも付き補助金」を段階的に廃止し、地域の自由裁量を拡大するための「地域自主戦略交付金」（仮称）を創設（5,120億円）

○　平成23年度は、第一段階として都道府県を対象に、投資補助金の一括交付金化を実施（市町村分は平成24年度から実施）

○　地方公共団体は、一括交付金化の対象となる事業の範囲で、各府省の枠にとらわれず、自由に事業を選択
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Ⅹ　特別交付税制度の見直し等について

　地方交付税の算定方法の簡素化・透明化の取組の一環として、交付税総額における特別交付税の割合を 6％から 4％に引下

げ、普通交付税に移行させるとともに、事業費補正の更なる縮減を行う

○　特別交付税制度の見直し

・特別交付税の割合の改正

交付税総額における特別交付税の割合を段階的に引下げ、その部分を普通交付税に移行

平成23年度　 6％→ 5％　交付税総額の 1％分（1,737億円）を普通交付税に移行

平成24年度　 5％→ 4％

※　普通交付税への移行に当たっては、個別団体の財政運営に支障が生じないよう十分留意しながら検討

・特別交付税の額の決定・交付に関する特例の新設

　大規模災害等の発生時において、その都度、特別交付税の額を決定・交付することができる特例を新設

○　事業費補正の廃止等

　消防広域化事業（告示の期限（Ｈ24）後）、地下鉄事業（出資金・補助金）、防災対策事業（うち「特に推進すべき事業」）、地

域活性化事業（うち「合併の円滑化」）に係る事業費補正の廃止等、更なる縮減を実施（廃止に当たっては、所要の経過措置）

一般財源総額

主な地方財政指標

59.5兆円（平㉒＝59.4兆円、＋0.1％）
（注）この場合の一般財源とは、地方税、地方交付税、臨時財政対策債、地方譲与税、地方特例交付金の計である

一般財源比率

64.6％程度（平㉒＝63.0％）
（注）この場合の一般財源とは、地方税、地方交付税、地方譲与税、地方特例交付金の計である

地方債依存度

13.9％程度（平㉒＝16.4％）
［臨時財政対策債を含む］

地方の借入金残高（平㉓末見込み）

200兆円程度 (平㉒末見込み=200兆円)

交付税特別会計借入金残高（平㉓末見込み）

33.5兆円程度 (平㉒末見込み=33.6兆円)
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平成23年度地方財政収支見通しの概要
平成21年12月25日現在

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

項　　　　目 平成23年度
（見込） 平成22年度 増減率

（見込） 備　　　　考

歳

入

地 方 税 334,037億円 325,096億円 2.8％
１ 　交付税特別会計借入金
　・平成23年度末見込み約33.5兆円

地 方 譲 与 税 21,749億円 19,171億円 13.4％

地 方 特 例 交 付 金 3,877億円 3,832億円 1.2％ ２ 　地方の借入金残高
　・平成23年度末見込み約200兆円
　　（対前年度約▲1,400億円）　地 方 交 付 税 173,734億円 168,935億円 2.8％

地 方 債 114,772億円 134,939億円 ▲14.9％ 　

うち臨時財政対策債 61,593億円 77,069億円 ▲20.1％　

歳 入 合 計 約825,200億円 821,268億円 約　 0.5％ 　

「 一 般 財 源 」 594,990億円 594,103億円 0.1％ 　

（水準超経費を除く） 587,790億円 587,603億円 0.0％

歳

出

給 与 関 係 経 費 約212,700億円 216,864億円 約 ▲1.9％

退 職 手 当 以 外 約191,000億円 194,064億円 約 ▲1.6％　

退 職 手 当 約 21,700億円 22,800億円 約 ▲4.7％　

一 般 行 政 経 費 　 　 　 　

う ち 単 独 分 約138,600億円 138,285億円 約　 0.2％　

地 方 再 生 対 策 費 3,000億円 4,000億円 ▲25.0％　

地域活性化・雇用等
臨 時 特 例 費 0億円 9,850億円 ▲100.0％　

地域活性化・雇用等
対策費（仮称） 12,000億円 0億円 皆増　

公 債 費 約132,400億円 134,025億円 約 ▲1.2％　

投 資 的 経 費 　 　 　 　

う ち 単 独 分 約 53,600億円 68,683億円 約▲22.0％
※ 　単独分へ計上していた社会資本整
備総合交付金を活用した道路事業
を、補助事業へ移替えた影響を除い
た場合

移替え影響額除き 約 53,600億円 56,377億円 約 ▲5.0％　

公 営 企 業 繰 出 金 約 26,900億円 26,961億円 約 ▲0.3％　

うち企業債償還費
普通会計負担分 約 17,100億円 17,454億円 約 ▲1.9％　

水 準 超 経 費 7,200億円 6,500億円 10.8％

歳 出 合 計 約825,200億円 821,268億円 約　 0.5％

（水準超経費を除く） 約818,000億円 814,768億円 約　 0.4％

地 方 一 般 歳 出 約668,400億円 663,289億円 約　 0.8％

〔　　　　　〕※〔 〕〔 〕〔 〕
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年　　度
（対　前　年　度　伸　び　率）

地方財政計画 地方一般歳出 地方税 地方交付税
昭和52年度 14.2 13.7 18.1 10.0
53 19.1 18.7 10.4 23.4
54 13.0 12.6 11.6 9.2
55 7.3 6.0 16.5 5.0
56 7.0 5.5 13.4 7.9
57 5.6 4.5 11.7 7.0
58 0.9 0.2 △  0.1 △  4.9
59 1.7 0.3 6.8 △  3.9
60 4.6 3.5 10.6 10.9
61 4.6 4.3 6.9 4.0
62 2.9 2.9 0.6 0.6
63 6.3 5.7 9.4 7.5

平成元年度 8.6 7.1 8.1 17.3
2 7.0 6.7 7.5 10.3
3 5.6 7.4 6.1 7.9
4 4.9 5.9 4.1 5.7
5 2.8 4.4 1.6 △  1.6
6 3.6 4.6 △  5.7 0.4
7 4.3 3.6 3.6 4.2
8 3.4 2.3 0.1 4.3
9 2.1 0.9 9.6 1.7
10 0.0 △  1.6 3.9 2.3
11 1.6 1.8 △  8.3 19.1
12 0.5 △  0.9 △  0.7 2.6
13 0.4 △  0.6 1.5 △  5.0
14 △  1.9 △  3.3 △  3.7 △  4.0
15 △  1.5 △  2.0 △  6.1 △  7.5 
16 △  1.8 △  2.3 0.5 △  6.5
17 △  1.1 △  1.2 3.1 0.1

［△  1.5］ ［△  1.7］
18 △  0.7 △  1.2 4.7 △  5.9

［△  1.3］ ［△  2.0］
19 △  0.0 △  1.1 15.7 △  4.4

（6.5）
20 0.3 0.0 0.2 1.3

〈△  0.2〉 〈△  0.6〉
21 △  1.0 0.7 △ 10.6 2.7

《△  1.6》 《△  0.1》
22 △  0.5 0.2 △ 10.2 6.8
23 0.5 0.8 2.8 2.8

地方財政計画の伸び率等の推移
（参　考） （単位：％）

（注 1）［　］内は、国保調整交付金、児童手当拡充分等を除いた場合である。
（注 2）（　）内は、税源移譲分を除いた伸率（平成18年度の地方税に所得譲

与税を含めて伸率を算出）である。
（注 3）〈　〉内は、地方再生対策費を除いた場合である。
（注 4）《　》内は、地域雇用創出推進費を除いた場合である。
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平成23年度税制改正大綱（地方税関係）の概要

1　個人住民税の諸控除

○ 合計所得金額400万円超の納税義務者の成年扶養親族（23歳以上70歳未満）に係る扶養控除（33万円）について、負担調整

措置を講じた上で廃止。ただし、障害者、要介護認定者その他心身の状態等により就労が困難な扶養親族、65歳以上の高齢

者、学生については引き続き控除対象。

　（注）上記の改正は、平成25年度分以後の個人住民税について適用する。

○退職所得に係る個人住民税の10％税額控除を廃止。

　（注） 上記の改正は、平成24年 1 月 1 日以後に支払われるべき退職手当等から適用する。

※ 所得税における給与所得控除及び退職所得の 2分の 1課税の見直しは、自動影響

2 　法人実効税率の引下げ

3 　環境関連税制等

4　市民公益税制

○国税と地方税を合わせた法人実効税率を 5％引下げ。（40.69％→35.64％）

　（実効税率の引下げ幅：法人税（国）▲4.18％、法人住民税（地方）▲0.87％）

○全体として地方の税収に極力影響を与えないよう配慮。

○都道府県と市町村の増減収を調整するため、道府県たばこ税の一部を市町村たばこ税に移譲する（平成24年度から）。

○ 地球温暖化対策に関する国と地方の役割分担を踏まえ、地方財源を確保・充実する仕組みについて、平成24年度実施に向け

た成案を得るべく更に検討。

○ 航空機燃料税の税率の引下げに伴い地方に減収が生じないよう、航空機燃料譲与税の譲与割合を、平成23年度から平成25年

度までの間、9分の 2（現行：13分の 2）とする。

○ 認定NPO法人以外のNPO法人への寄附金であっても、地方団体が条例において個別に指定することにより、個人住民税の

寄附金税額控除の対象とすることができることとする。

○個人住民税の寄附金税額控除の適用下限額を 5千円から 2千円に引き下げる。

　（注）以上の改正は、平成24年度分以後の個人住民税について適用する。

　　　　（平成23年中の寄附金から対象）

　平成22年12月16日、平成23年度税制改正大綱が、税制調査会において取りまとめられ、閣議決定された。地方税に関する概

要は以下のとおり。
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5 　地方税の充実と住民自治の確立に向けた地方税制度改革

◎地方税の充実

地域主権改革を進めていく観点から、地方税の充実が重要。

社会保障など地方行政を安定的に運営するための地方消費税の充実など、税源の偏在性が少なく、税収が安定的な地方税体

系を構築。

◎住民自治の確立に向けた地方税制度改革

現行の地方税制度を「自主的な判断」と「執行の責任」を拡大する方向で抜本的に改革。

以下の事項等について検討。成案を得たものから速やかに実施。法制化が必要なものは、平成24年度改正から実現を図る。

◎地方税における税負担軽減措置等の見直し

税負担軽減措置等について、固定資産税、不動産取得税等を中心に見直し。

全体241項目のうち、廃止49項目、縮減15項目。

○「自主的な判断」の拡大 ○「執行の責任」の拡大

・法定任意軽減措置制度（仮称）の創設
・法定税の法定任意税化・法定外税化
・制限税率の見直し

・法定外税の新設・変更への関与の見直し
・消費税・地方消費税の賦課徴収に係る地方自治体の役
割の拡大

　全国町村会では、全国の町村との連携を密にし、町村長と町村職員のみなさんの情報収集の利便
性を向上させるため、町村専用ページ「町村.com」を開設しています。
　「町村 .com」では、全国町村会の活動状況や中央省庁などの政策情報を随時ご提供しているほか、
全国の町村の先進的な取り組み事例をはじめ、各種統計資料など様々なデータも公表しています。
　私どもは、「町村 .com」が町村関係者にとって真に役立つホームページとなることを目指し、こ

れからも充実をはかっていきたいと考えてい
ますので、ご覧になったご感想・ご意見を、下
記のメールアドレスにお寄せください。

kouhou@zck.or.jp

町村専用ページ「町村 .com」をご覧になっていますか

 http://www.zck.or.jp/choson/

・「町村 .com」は、町村関係者の方だけがご利用いただ
ける専用ページです。
  ご覧になる際は、所定のパスワードが必要になります。

・ユーザー名とパスワードは、各町村にお知らせ済み（平
成18年9月27日付）ですが、 お問い合わせは、全国町村会
広報部までメール（kouhou@zck.or.jp）でお願いいたし
ます。
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平成23年度地方債計画について

1　策定方針

　平成23年度地方債計画は、極めて厳しい地方財政の状況の下で、地域に必要なサービスを確実に提供できるよう地方財源の

不足に対処するための措置を講じるとともに、地方公共団体が、必要性の高い分野への重点的な投資を行えるよう、公的資金

の重点化と市場における地方債資金の調達を引き続き推進しつつ、所要の地方債資金の確保を図ることとして策定している。

2　概　　況

　上記の方針に基づいて策定した結果、平成23年度の地方債の総額は下表のとおり13兆7,340億円となり、前年度に比べて 2

兆1,636億円、13.6％の減となっている。

　このうち、普通会計分は11兆4,772億円で、前年度に比べて 2兆167億円、14.9％の減となっている。

　また、公営企業会計等分は 2兆2,568億円で、前年度に比べて1,469億円、6.1％の減となっている。

⑴　補助事業等に係る地方債の一本化（主に都道府県分）

　補助事業等に係る各種事業債については、地方公共団体の事業選択に対する中立性の確保や一括交付金化の趣旨を踏ま

え、都道府県分を中心に、原則として、公共事業等債に一本化することとしており、地方公共団体の事務負担の軽減を図

ることとしている。

⑵　臨時財政対策債の発行

　地方財源の不足に対処するため、地方財政法第 5条の特例として臨時財政対策債 6兆1,593億円を計上している。

⑶　地域活性化事業の推進

　「地域の自給力と創富力を高める地域主権型社会」への転換を図る「緑の分権改革」を推進する事業に加え、これまで

住民生活にとって大事な分野でありながら、光が十分に当てられてこなかった分野（地方消費者行政、DV対策・自殺予防

等の弱者対策・自立支援、知の地域づくり）に係る事業について、平成27年度までの間、新たに対象とすることとしている。

区　　　分 平成23年度
（Ａ）

平成22年度
（Ｂ）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）（Ｃ）

増減率
（Ｃ）／（Ｂ）×100

普 通 会 計 分 114,772 134,939 △20,167 △  14.9

通 常 分 39,779 42,070 △  2,291 △　5.4

特 別 分 74,993 92,869 △17,876 △  19.2

臨 時 財 政 対 策 債 61,593 77,069 △15,476 △  20.1

財 源 対 策 債 9,400 10,700 △  1,300 △  12.1

退 職 手 当 債 3,900 4,900 △  1,000 △  20.4

調 整 100 200 △　 100 △  50.0

公 営 企 業 会 計 等 分 22,568 24,037 △  1,469 △　6.1

総 計 137,340 158,976 △21,636 △  13.6

通 常 分 62,347 66,107 △  3,760 △　5.7

特 別 分 74,993 92,869 △17,876 △  19.2

（単位：億円、％）

（注）公営企業会計等分はすべて通常分である。

3　地方債計画の特色
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⑷　地方債充当率の簡素化

①　地方道路等整備事業債

　通常事業分（充当率70％）と臨時事業分（充当率95％）の区分を廃止し、充当率を90％に統一することとしている。

②　一般補助施設整備等事業債及び一般事業債

　都道府県・指定都市の事業（充当率70％）については、市町村の事業（充当率75％）と同じく、充当率を75％にするこ

ととしている。

⑸　地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進

　上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連した社会資本の整備を着実に推進することとし、事業の実施状況等を

踏まえ、所要額を計上している。

⑹　公債費負担対策

　高金利の地方債の公債費負担を軽減するため、平成24年度までの 3年間で、1.1兆円程度の年利 5％以上の公的資金（旧

資金運用部資金、旧簡易生命保険資金及び旧公営企業金融公庫資金）の補償金免除繰上償還を行うこととし、必要に応じ

借換債を発行できることとしている。

⑺　公営企業借換債の確保

　 旧公営企業金融公庫資金に係る公営企業借換債については、300億円を計上している。

4 　地方債資金の確保

⑴　公的資金

　公的資金については、その重点化・縮減を図りつつ、所要額を確保している。なお、臨時財政対策債については、前年

度と同じ割合の公的資金を確保している。

⑵　民間等資金

　民間等資金については、その円滑な調達を図るため、市場公募団体の拡大や共同発行市場公募地方債及び住民参加型市

場公募地方債の発行を引き続き推進することとしている。

区　　　分
平成23年度計画額 平成22年度計画額 差　　引 増減率

（A） 構成比 （B） 構成比 （A）－（B）
（A）－（C）

（C）/（B）
×100

公 的 資 金 56,240 40.9 64,980 40.9 △  8,740 △ 13.5

財 政 融 資 資 金 37,310 27.2 43,390 27.3 △  6,080 △ 14.0

地方公共団体金融機構資金 18,930 13.8 21,590 13.6 △  2,660 △ 12.3

（国の予算等貸付金） （1,165） － （1,185） － （△　　20）（△  1.7）

民 間 等 資 金 81,100 59.1 93,996 59.1 △ 12,896 △ 13.7

市 場 公 募 42,000 30.6 43,000 27.0 △  1,000 △  2.3

銀 行 等 引 受 39,100 28.5 50,996 32.1 △ 11,896 △ 23.3

合　　　計 137,340 100.0 158,976 100.0 △ 21,636 △ 13.6

（単位：億円、％）

（注）　 1　市場公募地方債については、借換債を含め 7兆2,000億円（前年度比2,500億円、3.4％減）
を予定している。
2　国の予算等貸付金の（　）書は、地方道路整備臨時貸付金、災害援護資金など国の予
算等に基づく貸付金を財源とするものであって合計には含めていない。
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平成23年度地方債計画

項　　　　　　　　目
平成23年度 平成22年度 差引 増減率
計画額（A） 計画額（B）（A）－（B） （C）（C）/（B）×100

一 一 般 会 計 債

1 公 共 事 業 等 19,980 14,985 4,995 33.3

2 公 営 住 宅 建 設 事 業 1,218 1,283 △　 65 △　 5.1

3 災 害 復 旧 事 業 290 321 △　 31 △　 9.7

4 教 育 ・ 福 祉 施 設 等 整 備 事 業 3,977 5,062 △ 1,085 △　21.4

⑴ 学 校 教 育 施 設 等 1,385 1,622 △　237 △　14.6

⑵ 社 会 福 祉 施 設 215 249 △　 34 △　13.7

⑶ 一 般 廃 棄 物 処 理 1,000 1,054 △　 54 △　 5.1

⑷ 一 般 補 助 施 設 等 777 1,537 △　760 △　49.4

⑸ 施 設（ 一 般 財 源 化 分 ） 600 600 0 0.0

5 一 般 単 独 事 業 16,300 23,251 △ 6,951 △　29.9

⑴ 一 般 4,539 4,791 △　252 △　 5.3

⑵ 地 域 活 性 化 500 600 △　100 △　16.7

⑶ 防 災 対 策 987 1,039 △　 52 △　 5.0

⑷ 地 方 道 路 等 2,474 8,621 △ 6,147 △　71.3

⑸ 旧 合 併 特 例 7,800 8,200 △　400 △　 4.9

6 辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業 3,112 3,133 △　 21 △　 0.7

⑴ 辺 地 対 策 412 433 △　 21 △　 4.8

⑵ 過 疎 対 策 2,700 2,700 0 0.0

7 公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業 490 516 △　 26 △　 5.0

8 行 政 改 革 推 進 2,800 3,200 △　400 △　12.5

9 調 整 100 200 △　100 △　50.0

計 48,267 51,951 △ 3,684 △　 7.1

二 公 営 企 業 債

1 水 道 事 業 3,674 3,535 139 3.9

2 工 業 用 水 道 事 業 221 233 △　 12 △　 5.2

3 交 通 事 業 2,357 2,698 △　341 △　12.6

4 電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業 65 61 4 6.6

5 港 湾 整 備 事 業 561 515 46 8.9

6 病 院 事 業 ・介 護 サ ー ビ ス 事 業 2,844 2,779 65 2.3

7 市 場 事 業 ・ と 畜 場 事 業 224 934 △　710 △　76.0

8 地 域 開 発 事 業 1,567 1,459 108 7.4

9 下 水 道 事 業 11,659 12,500 △　841 △　 6.7

10 観 光 そ の 他 事 業 108 42 66 157.1

計 23,280 24,756 △ 1,476 △　 6.0

合　　　　　　　計 71,547 76,707 △ 5,160 △　 6.7

（単位：億円、％）
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（単位：億円、％）

項　　　　　　　　目
平成23年度 平成22年度 差引 増減率
計画額（A） 計画額（B）（A）－（B） （C）（C）/（B）×100

三 公 営 企 業 借 換 債 300 300 0 0.0
四 臨 時 財 政 対 策 債 61,593 77,069 △ 15,476 △　20.1
五 退 職 手 当 債 3,900 4,900 △  1,000 △　20.4
六 国 の 予 算 等 貸 付 金 債 （　1,165） （　1,185） （△　　20） （△　 1.7）

総　　　　　　計
（　1,165） （　1,185） （△　　20） （△　 1.7）
137,340 158,976 △ 21,636 △　13.6

内
訳

普 通 会 計 分 114,772 134,939 △ 20,167 △　14.9
公 営 企 業 会 計 等 分 22,568 24,037 △  1,469 △　 6.1

資　金　区　分
公 的 資 金 56,240 64,980 △  8,740 △　13.5
財 政 融 資 資 金 37,310 43,390 △  6,080 △　14.0
地 方公共団体金融機構資金 18,930 21,590 △  2,660 △　12.3
（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ） （　1,165） （　1,185） （△　　20） （△　 1.7）

民 間 等 資 金 81,100 93,996 △ 12,896 △　13.7
市 場 公 募 42,000 43,000 △  1,000 △　 2.3
銀 行 等 引 受 39,100 50,996 △ 11,896 △　23.3

（備考）
1　公共事業等の平成22年度計画額は、一般公共事業に係る額である。
2　国の予算等貸付金債の（　）書は、地方道路整備臨時貸付金、災害援護資金などの国の予算等に基づく
貸付金を財源とするものであって外書である。

その他同意（許可）の見込まれる項目

1　旧資金運用部資金、旧簡易生命保険資金及び旧公営企業金融公庫資金の補償金免除繰上償還の
財源として発行する借換債     

2　資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債    

3　地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補てん債 

4　財政再生団体が発行する再生振替特例債
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政 策

厚
生
労
働
省
関
係
予
算
・

施
策
の
あ
ら
ま
し

平
成
23
年
度
の
厚
生
労
働
省
予
算
額

は
、
28
兆
9
、
6
3
8
億
円
（
う
ち
、
社

会
保
障
関
係
費
28
兆
5
、
1
5
3
億
円
）、

前
年
度
予
算
額
に
比
べ
1
兆
4
、
0
7
7

億
円
（
同
1
兆
4
、
3
6
0
億
円
）、

5
・
1
％（
同
5
・
3
％
）
増
加
し
て
い
る
。

こ
の
う
ち
社
会
保
障
関
係
の
主
要
事
項

と
し
て
、
①
安
心
し
て
子
ど
も
を
産
み
育

て
る
こ
と
の
で
き
る
環
境
の
整
備
、
②
質

の
高
い
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
安
定
的
な
提

供
、
③
良
質
な
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
確
保
―

等
を
挙
げ
て
い
る
。

具
体
的
に
は
、
子
育
て
支
援
策
に
つ
い

て
は
、
次
世
代
の
社
会
を
担
う
子
ど
も
1

人
ひ
と
り
の
育
ち
を
社
会
全
体
で
応
援
す

る
た
め
、
昨
年
度
に
引
き
続
き
子
ど
も
手

当
を
支
給
す
る
な
ど
総
合
的
な
対
策
が
推

進
さ
れ
る
。

医
療
保
険
制
度
に
お
い
て
は
、
医
療
保

険
の
厳
し
い
財
政
状
況
に
鑑
み
、
引
き
続

き
保
険
料
上
昇
を
抑
制
す
る
た
め
の
必
要

な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
国
民
皆

保
険
制
度
を
守
る
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
安
定
的
な
介
護
保
険
制
度
運
営

の
確
保
を
図
る
と
と
も
に
、
地
域
包
括
ケ

ア
を
提
供
で
き
る
体
制
等
の
整
備
を
進
め

る
と
し
て
い
る
。

【
児
童
家
庭
関
係
】

児
童
家
庭
関
係
予
算
は
対
前
年
度
比
1

2
1
・
6
％
増
の
2
兆
7
、
8
0
9
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。
内
訳
を
み
る
と
、
①
子

ど
も
手
当
の
充
実
と
し
て
2
兆
77
億
円
、

②
待
機
児
童
解
消
に
向
け
た
保
育
サ
ー
ビ

ス
と
放
課
後
児
童
対
策
の
充
実
と
し
て

4
、4
0
8
億
円
、③
出
産
に
関
わ
る
経
済

的
負
担
の
軽
減
と
し
て
92
億
円
、
④
不
妊

治
療
等
へ
の
支
援
な
ど
母
子
保
健
医
療
対

策
の
充
実
と
し
て
3
3
3
億
円
、
⑤
ひ
と

り
親
家
庭
の
総
合
的
な
自
立
支
援
の
推
進

と
し
て
1
、
8
8
7
億
円
、
⑥
児
童
虐
待

へ
の
対
応
な
ど
要
保
護
児
童
対
策
等
の
充

実
と
し
て
9
1
5
億
円
、
⑦
育
児
休
業
、

短
時
間
勤
務
等
を
利
用
し
や
す
い
職
場
環

境
の
整
備
と
し
て
97
億
円
―
等
と
な
っ
て

い
る
。

①
で
は
、
制
度
創
設
2
年
目
を
迎
え
る

子
ど
も
手
当
の
給
付
費
1
兆
9
、
4
7
9

億
円
、
事
務
費
99
億
円
、
現
物
サ
ー
ビ
ス

分
5
0
0
億
円
﹇
地
方
が
地
方
独
自
の
子

育
て
支
援
サ
ー
ビ
ス
（
現
物
サ
ー
ビ
ス
）

や
待
機
児
童
対
策
（
最
低
基
準
を
満
た
す

認
可
外
保
育
施
設
へ
の
支
援
等
）
を
新
た

に
実
施
す
る
た
め
に
使
え
る
よ
う
、
次
世

代
育
成
支
援
対
策
交
付
金
を
改
組
し
新
た

な
交
付
金
と
し
て
創
設
。﹈
を
計
上
し
て

い
る
。

単
年
度
限
り
の
暫
定
措
置
と
し
て
、
次

期
通
常
国
会
に
子
ど
も
手
当
法
案
を
提
出

す
る
予
定
で
あ
る
。

具
体
的
に
は
、五
大
臣
合
意
を
踏
ま
え
、

現
金
給
付
に
関
し
て
は
、
①
3
歳
未
満
の

子
ど
も
1
人
に
つ
き
月
額
2
万
円
を
、
3

歳
以
上
中
学
校
修
了
ま
で
の
子
ど
も
1
人

に
つ
き
月
額
1
万
3
千
円
を
支
給
す
る
、

②
子
ど
も
手
当
の
一
部
と
し
て
、
児
童
手

当
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
国
、
地
方
、
事

業
主
が
費
用
を
負
担
す
る
、
③
②
以
外
の

費
用
に
つ
い
て
は
、
全
額
を
国
庫
が
負
担

す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

②
の
4
、
4
0
8
億
円
に
つ
い
て
は
、

待
機
児
童
解
消
策
の
推
進
な
ど
保
育
サ
ー

ビ
ス
の
充
実
と
し
て
4
、
1
0
8
億
円
を

計
上
し
、
保
育
所
等
の
受
入
児
童
数
の
拡

大
や
多
様
な
保
育
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
の
た

め
、
家
庭
的
保
育
（
保
育
マ
マ
）
や
延
長

保
育
等
の
充
実
を
図
る
。
ま
た
昨
年
11
月

29
日
に
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
「
待
機
児
童

ゼ
ロ
特
命
チ
ー
ム
」
の
「
国
と
自
治
体
が

一
体
的
に
取
り
組
む
待
機
児
童
解
消
「
先

取
り
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
を
推
進
す
る
た

め
、
現
物
サ
ー
ビ
ス
を
拡
充
す
る
た
め
の

新
た
な
交
付
金
の
う
ち
1
0
0
億
円
程
度

を
充
て
る
と
と
も
に
、
22
年
度
補
正
予
算

で
1
、
0
0
0
億
円
を
追
加
し
た
「
安
心

こ
ど
も
基
金
」
か
ら
1
0
0
億
円
程
度
を

施
設
整
備
等
に
充
て
る
こ
と
に
よ
り
、
23

年
度
は
計
2
0
0
億
円
程
度
を
措
置
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。

厚 生 労 働 省厚 生 労 働 省厚 生 労 働 省
平成23年度　関係省庁予算平成23年度　関係省庁予算

－社会保障関係予算・施策の概要－－社会保障関係予算・施策の概要－

特 集特 集

⎩―⎧

⎩―⎧
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政 策

【
国
民
健
康
保
険
制
度
関
係
】

国
保
関
係
予
算
で
は
、
国
保
助
成
費
に

必
要
な
経
費
と
し
て
2
・
5
％
増
の
3
兆

4
、
0
0
5
億
円
（
前
年
度
予
算
比
8
3

7
億
円
増
）
が
計
上
さ
れ
た
。

市
町
村
国
保
助
成
費
の
伸
び
率
（
2
・

5
％
増
）は
前
年
度
の
6
・
1
％
を
下
回
っ

た
が
、前
期
高
齢
者
の
財
政
調
整
に
伴
い
、

被
用
者
保
険
か
ら
交
付
さ
れ
る
交
付
金
が

大
き
く
増
加
す
る
と
見
込
ま
れ
る
こ
と
か

ら
、
医
療
費
が
増
加
す
る
中
で
も
34
％
の

定
率
国
庫
負
担
が
0
・
4
％
減
少
す
る
こ

と
な
ど
が
影
響
し
て
低
い
伸
び
率
と
な
っ

た
。一

方
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
が
前
年
度

の
7
・
1
％
減
か
ら
8
・
9
％
増
と
増
加

に
転
じ
た
ほ
か
、
介
護
納
付
金
が
9
・

8
％
増
と
な
る
な
ど
、
他
制
度
へ
の
拠
出

は
引
き
続
き
高
い
伸
び
と
な
る
見
込
み
。

な
お
、出
産
育
児
一
時
金
に
つ
い
て
は
、

支
給
額
を
42
万
円
と
す
る
暫
定
措
置
が
22

年
度
末
で
切
れ
る
た
め
、
厚
生
労
働
省
で

は
そ
の
後
の
取
り
扱
い
を
予
算
編
成
過
程

で
検
討
し
て
き
た
が
、
23
年
度
以
降
は
42

万
円
で
恒
久
化
す
る
こ
と
と
し
、
4
万
円

の
増
額
分
の
う
ち
従
来
2
分
の
1
あ
っ
た

国
庫
補
助
に
つ
い
て
は
原
則
保
険
料
で
賄

う
こ
と
が
本
来
の
姿
と
し
て
、
23
年
度
は

激
変
緩
和
措
置
と
し
て
4
分
の
1
と
し
、

24
年
度
に
全
廃
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

国
保
関
係
予
算
の
内
訳
と
し
て
は
、
①

療
養
給
付
費
等
負
担
金
が
1
兆
9
、
0
5

3
億
円
、
②
後
期
高
齢
者
医
療
支
援
金
負

担
金
が
5
、
0
9
1
億
円
、
③
財
政
調
整

交
付
金
が
5
、
3
6
1
億
円
、
④
後
期
高

齢
者
医
療
費
支
援
金
財
政
調
整
交
付
金
が

1
、
3
4
7
億
円
、
⑤
出
産
育
児
一
時
金

補
助
金
が
20
億
円
、
⑥
介
護
納
付
金
負
担

金
が
2
、
3
4
5
億
円
、
⑦
介
護
納
付
金

財
政
調
整
交
付
金
が
6
2
0
億
円
、
⑧
特

定
健
康
診
査
・
保
健
指
導
負
担
金
が
1
6

5
億
円
、
―
等
と
な
っ
て
い
る
。

【
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
関
係
】

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
関
係
予
算

は
、
3
兆
9
、
5
7
3
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。内

訳
は
、
①
後
期
高
齢
者
医
療
給
付
費

負
担
金
が
2
兆
9
、
5
1
1
億
円
、
②
後

期
高
齢
者
医
療
財
政
調
整
交
付
金
が
9
、

6
6
7
億
円
、
③
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

事
業
費
補
助
金
が
63
億
円
、
④
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
関
係
業
務
事
業
費
補
助
金
13

億
円
、
⑤
高
齢
者
医
療
運
営
円
滑
化
等
補

助
金
3
1
6
億
円
―
等
と
な
っ
て
い
る
。

な
お
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
廃
止
後

の
新
た
な
制
度
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
、

昨
年
12
月
に
「
高
齢
者
医
療
制
度
改
革
会

議
」
の
最
終
と
り
ま
と
め
が
行
わ
れ
、
今

後
、
次
期
通
常
国
会
へ
の
法
案
提
出
を
目

指
し
て
取
り
組
む
こ
と
と
さ
れ
て
い
る

が
、
シ
ス
テ
ム
改
修
等
の
経
費
に
つ
い
て

は
、平
成
23
年
度
予
算
案
に
は
計
上
せ
ず
、

法
案
成
立
後
の
予
算
に
必
要
経
費
を
計
上

し
、
約
2
年
の
準
備
期
間
を
確
保
し
た
上

で
、
円
滑
な
施
行
を
図
る
こ
と
と
し
て
い

る
。

【
老
人
保
健
福
祉
関
係
】

老
人
保
健
福
祉
関
係
予
算
は
、
4
・

5
％
増
の
2
兆
2
、
9
5
6
億
円
（
前
年

度
予
算
比
9
9
0
億
円
増
）
が
計
上
さ
れ

た
。こ

の
う
ち
介
護
給
付
に
対
す
る
国
の
負

担
等
は
、
2
兆
2
、
0
0
2
億
円
（
1
、

2
3
9
億
円
、
6
・
0
％
増
）
が
計
上
さ

れ
、
主
な
内
訳
は
介
護
給
付
費
負
担
金
が

1
兆
3
、
6
9
4
億
円
（
6
9
2
億
円
、

5
・
3
％
増
）、
調
整
交
付
金
が
3
、
8

4
7
億
円
（
1
9
5
億
円
、
5
・
3
％
増
）

―
等
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
地
域
支
援
事
業
（
要
支
援
・
要

介
護
状
態
に
な
る
前
か
ら
介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス
を
提
供
し
、
効
果
的
な
介
護
予
防
シ

ス
テ
ム
を
確
立
す
る
と
と
も
に
、
地
域
の

総
合
相
談
、
権
利
擁
護
事
業
等
の
実
施
。）

に
は
、
6
7
7
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

地
域
包
括
ケ
ア
の
推
進
に
は
63
億
円
計

上
さ
れ
た
。
内
訳
は
、
①
高
齢
者
が
住
み

慣
れ
た
地
域
で
在
宅
生
活
を
継
続
で
き
る

社
会
の
構
築
の
た
め
、
24
時
間
対
応
の
定

期
巡
回
・
随
時
対
応
サ
ー
ビ
ス
の
実
施
に

27
億
円
、
②
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
や
在

宅
等
に
お
い
て
、
適
切
に
た
ん
の
吸
引
等

を
行
う
こ
と
が
で
き
る
介
護
職
員
等
へ
の

研
修
事
業
の
実
施
に
9
億
円
、
③
認
知
症

を
有
す
る
人
の
暮
ら
し
を
守
る
た
め
の
施

策
の
推
進
に
27
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

地
域
に
お
け
る
介
護
基
盤
の
整
備
に
は

63
億
円
計
上
さ
れ
た
。
内
訳
は
、
①
地
域

に
お
け
る
介
護
基
盤
の
整
備
の
た
め
軽
費

老
人
ホ
ー
ム
等
の
整
備
に
係
る
費
用
の
支

援
等
を
行
う
地
域
介
護
・
福
祉
空
間
整
備

等
施
設
整
備
交
付
金
（
ハ
ー
ド
交
付
金
）

に
50
億
円
、
②
介
護
基
盤
サ
ー
ビ
ス
の
実

効
的
な
整
備
を
図
る
た
め
に
必
要
な
設
備

や
シ
ス
テ
ム
に
要
す
る
経
費
等
に
対
し
、

助
成
を
行
う
地
域
介
護
・
福
祉
空
間
整
備

推
進
交
付
金
（
ソ
フ
ト
交
付
金
）
に
13
億

円
と
な
っ
て
い
る
。

■住宅火災共済■
わずか60円（年額）の掛金で10万円を補
償します。
■自動車共済■
組合員のニーズに応じた選択ができるよ
う２類型があります。普通自動車がＡ型で
30,000円（年額）の掛金で、対人無制限・
対物1,000万円の賠償額がてん補されます。
　より内容が充実したＢ型は、33,000円
（年額）の掛金で、対人無制限・対物無制限
の賠償額がてん補されます。

全国町村職員生活協同組合

職員のための共済制度
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政 策

厚生労働省関係予算

事　　　　　項 平成22年度
予　算　額

平成23年度
予　算　案

対前年度
比較増減 備　　　　　考

億円 億円 億円
一　般　会　計 275,561 289,638 14,077 5.1％増

1．児童家庭関係予算

事　　　　　　　項 平成23年度
予　算　額 備　　　　　　考

雇用均等・児童家庭局関係予算 27,809 ※平成22年度予算額 22,861
◇安心して子どもを産み育てることのできる
環境の整備
　 1．子ども手当の充実 20,077 給付費　　　　：19,479

事務費　　　　：　  99
現物サービス分：　 500（新規）

・子ども手当に関しては、所要額を平成23年度予算に計上
するとともに、平成23年度分の支給のための所要の法律案
を平成23年通常国会に提出（給付費分1兆9,479億円、事務費
分99億円、現物サービス分500億円）。

給付費総額　 2兆9,356億円＊ 1＊ 2
＊ 1  　上記のうち、国負担分 2兆2,077億円（厚生労働省
予算 1兆9,479億円、国家公務員分560億円、地方特
例交付金2,038億円

＊ 2  　上記のうち、平成23年度上積み分給付費2,085億円
（全額国費、10か月分）を含む（12ヶ月分の場合約2,500
億円）

・現金給付に関しては、
①　 3歳未満の子ども一人につき月額20,000円を、 3歳以
上中学校修了までの子ども一人につき月額13,000円
を支給。

②　子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童
手当を支給する仕組みとし、児童手当分については、
児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費
用を負担。

③　②以外の費用については、全額を国庫が負担。
・地方が地方独自の子育て支援サービス（現物サービス）
や待機児童対策（最低基準を満たす認可外保育施設への支
援等）を新たに実施するために使えるよう、次世代育成支
援対策交付金を改組し、新たな交付金を設ける。（500億円）
　（注 1） 保育料を子ども手当から直接徴収できるようにす

る。また、学校給食費については本人の同意によ
り子ども手当から納付することができる仕組みと
し、実効性が上がるような取組を行う。

　（注 2） 支給対象となる子どもは、留学中の場合等を除き、
国内に居住していることを要件とする。

　（注 3） 児童養護施設に入所している子ども等について
も、法律に基づき支給する。

　（注 4） 所得制限は設けない。
　（注 5） 公務員については、所属庁から支給する。
　（注 6） 現行の児童育成事業については、引き続き、事業

主拠出金を原資に実施する。
　（注 7） 平成24年度以降における子ども手当の支給につい

ては、平成24年度予算編成過程において改めて検
討し、その結果に基づいて所要の法律案を平成24
年通常国会に提出する。

（単位：億円）
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事　　　　　　　項 平成23年度
予　算　額 備　　　　　　考

　 2  ．待機児童解消に向けた保育サービスと
放課後児童対策の充実

4,408 ※平成22年度予算額 4,155

⑴待機児童解消策の推進など保育サービスの充実 4,100
　待機児童の解消を図るため、保育所等の受入児童数の拡
大を図るとともに、保護者や地域の実情に応じた多様な保
育サービスを提供するため、家庭的保育（保育ママ）や延
長保育、休日・夜間保育、病児・病後児保育などの充実を
図る。
　また、平成22年11月29日に取りまとめられた「待機児童
ゼロ特命チーム」の「国と自治体が一体的に取り組む待機
児童解消「先取り」プロジェクト」を推進するため、現物サー
ビスを拡大するための新たな交付金（再掲、新規500億円）
のうち100億円程度を充てるとともに、22年度補正予算で
1,000億円を追加した「安心こども基金」（23年度末までカ
バー、都道府県に設置）から100億円程度を施設整備等に充
てることにより、23年度は計200億円程度を措置する。
⑵放課後児童対策の充実 308
　総合的な放課後児童対策（放課後子どもプラン）の着実
な推進を図るとともに、保育サービスの利用者が就学後に
引き続きサービスを受けられるよう、放課後児童クラブの
箇所数の増（24,872箇所→25,591箇所）や開設時間の延長の促
進など、放課後児童対策の拡充を図る（「小 1の壁」の解消）。

　 3  ．出産に関わる経済的負担の軽減 92 ※平成22年度予算額 182
・出産育児一時金について、支給額を原則42万円とすると
ともに、医療機関等へ直接支払う「直接支払制度」を改善し、
妊産婦の経済的負担を軽減する。
※ このほか、妊婦健診について、14回分の事業の公費負担
に係る積算額は、 1人あたり12万円程度（地方財政措置
分を含む）。

　 4  ．母子保健医療対策の充実 333 ※平成22年度予算額 317
　　⑴不妊治療等への支援【一部特別枠】 99
　　⑵小児の慢性疾患等への支援 161
　 5  ．ひとり親家庭の総合的な自立支援の推
進

1,887 ※平成22年度予算額 1,799

　　⑴ ひとり親家庭の就業・生活支援等の推
進

36

　　⑵マザーズハローワーク事業の拡充 22
　　⑶自立を促進するための経済的支援 1,819
　 6  ．児童虐待への対応など要保護児童対策
等の充実

915 ※平成22年度予算額 897

　　⑴虐待を受けた子ども等への支援 859
　　⑵配偶者からの暴力（DV）防止 56
　 7  ．育児休業、短時間勤務等を利用しやす
い職場環境の整備

97 ※平成22年度予算額 98
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2．国民健康保険関係予算 （単位：億円）

事　　　　　項 平成23年度
予　算　額 摘　　　　　要

市町村の国民健康保険助成に必要な経費 34,005
1 ．医療保険給付諸費 30,874
　⑴国民健康保険療養給付費等負担金 19,053
　　・療養給付費負担金 17,880 ・うち前期高齢者交付金にかかる調整額　▲10,440億円
　　・保険基盤安定等負担金 1,172 ・うち保険基盤安定制度

　　保険者支援分　474億円　基準超過費用　 4億円
　　高額医療費共同事業　694億円

　⑵ 国民健康保険後期高齢者医療費支援金
負担金

5,091

　⑶国民健康保険財政調整交付金 5,361 ・うち前期高齢者交付金にかかる調整額　▲2,763億円
　⑷ 国民健康保険後期高齢者医療費支援金
財政調整交付金

1,347

　⑸国民健康保険出産育児一時金補助金 20 ・妊娠・出産にかかる負担軽減のための緊急対策経費
2．介護保険制度運営推進費 2,965
　⑴国民健康保険介護納付金負担金 2,345
　⑵ 国民健康保険介護納付金財政調整交付
金

620

3 ．医療費適正化推進費 165
　⑴ 国民健康保険特定健康診査・保健指導
負担金

165

国民健康保険団体に必要な経費 57
　⑴国民健康保険団体連合会等補助金 57

事　　　　　項 平成23年度
予　算　額 摘　　　　　要

後期高齢者医療制度関係予算 39,573 　
　⑴臨時老人薬剤費特別給付金 1 　
　⑵後期高齢者医療給付費等負担金 29,511 　
　　・後期高齢者医療給付費負担金 29,003 　
　　・高額医療費等負担金 508 ・高額医療費負担分 353億円（平成22年度　276億円）

・財政安定化基金負担分 150億円（　　　〃　　108億円）
・不均一保険料助成分 4 億円（　　　〃　　 4億円）

　⑶後期高齢者医療財政調整交付金 9,667 　
　⑷後期高齢者医療制度事業費補助金 63 【後期高齢者医療広域連合向け】

・健康診査に要する経費 48億円（平成22年度　44億円）
・保険者機能強化に要する経費

5億円（　　　〃　　 4億円）
・特別高額医療費共同事業に要する経費

10億円（　　　〃　　10億円）
　⑸ 後期高齢者医療制度関係業務事業費補助
金

13 【国民健康保険団体連合会・国民健康保険中央会向け】
・広域連合電算処理システム等に要する経費

　⑹高齢者医療運営円滑化等補助金 316 ・ 健保組合等が拠出する前期高齢者納付金等の負担軽減を
図るための経費

3．後期高齢者医療制度関係予算 （単位：億円）
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4．老人保健福祉関係予算

事　　　　　　　項 平成23年度
予　算　額 備　　　　　　考

老人保健福祉関係予算 22,956 ※平成22年度予算額 21,966
1 ．地域包括ケアの推進 63
　⑴ 24時間対応の定期巡回・随時対応サー
ビス等の推進【特別枠】（新規）

27 ・高齢者が住み慣れた地域で在宅生活を継続できる社会の
構築のため、24時間対応の定期巡回・随時対応サービスを
実施する（60箇所）。
　また、デイサービス利用者等の緊急・短期間の宿泊等の
ニーズや課題等について調査研究を行う。

　⑵ 介護職員等によるたんの吸引等の実施の
ための研修事業の実施（新規）

9.4 ・特別養護老人ホーム、障害者（児）施設や在宅等において、
適切にたんの吸引等を行うことができる介護職員等の各都
道府県における養成を支援する。

　⑶ 認知症を有する人の暮らしを守るための
施策の推進

27

　　① 地域における市民後見活動の仕組みづ
くりの推進（新規）

※市町村県域等に
おける認知症施策
（27億円）の内数

・市民後見人（弁護士、司法書士等の専門職以外の第三者
による後見人）の養成を支援するなど、地域における市民
後見活動の仕組みづくりの推進を図る。

　　②市町村圏域等における認知症施策 27 ・地域包括支援センター等に認知症コーディネーターを配
置し医療と介護サービス等の連携を強化するとともに、認
知症ケアの支援体制を構築するための事業を実施し、市町
村圏域等における認知症施策を更に推進する。

2．安心で質の高いサービスの確保 22,892
　⑴安定的な介護保険制度の運営 22,679 ・介護保険制度を着実に実施するため、介護給付、地域支

援事業等の実施に必要な経費を確保する。なお、介護給付
費の適正化事業を更に推進する。

　⑵地域における介護基盤の整備 63 ・地域における介護基盤の整備のため、都市型軽費老人ホー
ム等の整備に係る費用を支援する。

　⑶ 適切なサービス提供に向けた取組の支援
等

151

　　① 福祉用具・介護ロボットの実用化の支
援【特別枠】（新規）

0.83 ・福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試
作段階にある当該機器等を対象として、臨床的評価や介護
保険施設等におけるモニター調査等を実施する（10件の機
器を目処）

　　② 適切なサービス提供に向けた取組の支
援

150 ・要介護認定の認定調査員への研修や、社会福祉法人によ
る低所得者への利用者負担軽減措置等の取組を支援する。

（単位：億円）
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を
図
る
「
下
水
道
革
新
的
技
術
実
証

事
業
」
の
創
設
、
②
世
界
の
水
ビ
ジ
ネ
ス

市
場
に
対
し
て
、
我
が
国
が
培
っ
て
き
た

高
度
な
下
水
処
理
技
術
を
核
に
、
今
後
、

市
場
規
模
の
大
き
い
下
水
道
の
計
画
か
ら

建
設
、
維
持
管
理
を
パ
ッ
ケ
ー
ジ
化
し
た

水
イ
ン
フ
ラ
に
つ
い
て
国
際
ビ
ジ
ネ
ス
基

盤
の
強
化
を
図
る
―
等
を
挙
げ
て
い
る
。

公
園
事
業
関
係
予
算
は
対
前
年
度
比

8
％
減
の
3
3
1
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

主
な
新
規
・
拡
充
制
度
と
し
て
は
、
国

家
的
記
念
事
業
等
と
し
て
設
置
さ
れ
た
ロ

国 土 交 通 省国 土 交 通 省国 土 交 通 省
平成23年度　関係省庁予算平成23年度　関係省庁予算

－建設関係予算・施策の概要－－建設関係予算・施策の概要－

特 集特 集

⎩―⎧

⎩―⎧
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政 策

号
国
営
公
園
に
お
け
る
平
成
24
年
度
か
ら

の
公
園
維
持
管
理
業
務
に
つ
い
て
、
十
分

な
入
札
手
続
機
関
の
確
保
等
に
よ
り
民
間

事
業
者
の
参
入
の
促
進
と
利
用
者
へ
の
安

定
的
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
、
平

成
23
年
度
か
ら
4
ヵ
年
の
国
庫
債
務
負
担

行
為
を
措
置
す
る
。

【
河
川
関
係
】

河
川
関
係
事
業
予
算
は
、
災
害
復
旧
関

係
分
等
含
め
て
対
前
年
比
5
・
1
％
減
の

6
、
6
0
4
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
国
費

ベ
ー
ス
の
事
業
ご
と
の
内
訳
は
、
治
水
事

業
が
3
・
7
％
減
の
5
、
6
8
5
億
円
、

海
岸
事
業
が
1
・
2
％
減
の
1
2
0
億
円

と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
政
府
の
行
政
刷

新
会
議
に
よ
る
事
業
仕
分
け
結
果
を
踏
ま

え
、
直
轄
河
川
改
修
事
業
や
砂
防
事
業
な

ど
は
、
11
年
度
概
算
要
求
か
ら
10
％
減
の

2
、
0
3
4
億
円
に
縮
減
し
た
。
一
方
、

水
害
や
土
砂
災
害
の
再
発
を
防
ぐ
災
害
復

旧
関
係
は
、
前
年
度
同
額
の
5
0
6
億
円

と
な
っ
て
い
る
。

主
な
事
業
と
し
て
、①
ダ
ム
事
業
で
は
、

前
年
度
同
様
に
検
証
対
象
と
し
た
83
事
業

に
つ
い
て
、
生
活
再
建
事
業
な
ど
現
段
階

の
事
業
を
継
続
す
る
の
に
必
要
な
最
小
限

の
額
を
計
上
。
こ
の
う
ち
、
八
ツ
場
ダ
ム

（
群
馬
県
長
野
原
町
）
は
、
生
活
再
建
に

必
要
な
経
費
と
し
て
、
国
費
ベ
ー
ス
で
63

億
円
、
事
業
費
ベ
ー
ス
で
1
5
3
億
円
を

計
上
、
②
災
害
対
応
・
危
機
管
理
対
策
と

し
て
は
、特
別
枠
の
5
6
2
億
を
含
む
1
、

1
8
3
億
円
を
計
上
。
水
害
や
土
砂
災
害

が
生
じ
た
地
域
や
床
上
浸
水
被
害
の
頻
発

地
域
で
、
集
中
的
に
堤
防
整
備
や
河
道
掘

削
な
ど
の
治
水
事
業
を
実
施
し
、
被
害
の

防
止
や
軽
減
を
図
る
ー
等
を
挙
げ
て
い
る
。

【
住
宅
関
係
】

住
宅
局
関
係
事
業
予
算
は
、
対
前
年
度

比
15
％
減
の
2
、
1
2
2
億
円
が
計
上
さ

れ
た
。

財
政
投
融
資
等
に
つ
い
て
は
、
同
7
％

増
の
5
兆
1
9
9
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

主
な
事
業
と
し
て
、
①
「
高
齢
者
が
安

心
し
て
住
み
続
け
ら
れ
る
住
ま
い
の
確

保
」
と
し
て
、
医
療
・
介
護
の
連
携
に
よ

り
、
高
齢
者
が
安
心
で
き
る
住
ま
い
の
確

保
に
向
け
、
新
た
に
創
設
さ
れ
る
サ
ー
ビ

ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
（
仮
称
）
に
つ

い
て
、
そ
の
整
備
に
対
し
て
の
支
援
、
②

「
中
古
住
宅
流
通
・
リ
フ
ォ
ー
ム
の
促
進
」

と
し
て
、
イ
ン
ス
ペ
ク
シ
ョ
ン
（
建
物
検

査
）
の
実
施
、
保
険
制
度
の
活
用
、
住
宅

履
歴
情
報
の
蓄
積
を
行
う
費
用
の
助
成
、

③
「
住
宅
・
建
築
物
の
安
全
・
安
心
の
確

保
」
と
し
て
、
木
造
建
築
基
準
の
高
度
化

推
進
事
業
の
創
設
、
住
宅
消
費
者
保
護
施

策
の
周
知
普
及
を
行
う
と
と
も
に
相
談
体

制
の
強
化
を
図
る
―
等
を
挙
げ
て
い
る
。

　

全
国
町
村
会
・
㈶
全
国
自
治
協
会
は
、
火
災
多
発
期
に

際
し
、
庁
舎
、
学
校
等
公
共
建
物
を
火
災
か
ら
守
る
た
め

「
平
成
22
年
度
公
共
建
物
火
災
予
防
運
動
」
を
、
ま
た
、

加
入
団
体
の
安
全
運
転
に
対
す
る
意
識
の
高
揚
を
図
り
、

交
通
事
故
の
防
止
に
努
め
る
た
め
「
平
成
22
年
度
交
通
安

全
運
動
」
を
全
国
的
に
実
施
し
て
い
る
。

　

㈶
全
国
自
治
協
会
が
実
施
し
て
い
る
公
有
建
物
災
害
共

済
事
業
に
お
け
る
罹
災
原
因
の
う
ち
、
火
災
損
害
に
つ
い

て
は
原
因
が
多
種
に
わ
た
る
も
の
の
、
一
旦
火
災
が
発
生

す
る
と
、
そ
の
損
害
は
高
額
に
な
る
こ
と
か
ら
、
毎
年
火

災
が
多
く
な
る
こ
の
時
期
に
実
施
し
て
い
る
。

　

加
入
団
体
に
対
し
て
は
、
建
物
の
防
火
診
断
が
簡
単
に

で
き
る
「
公
共
建
物
の
防
火
診
断
」
を
配
布
し
、
査
察
診

断
の
実
施
に
よ
る
火
災
の
未
然
防
止
に
努
め
て
も
ら
う
こ

と
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
運
行
管
理
者
の
運
行
・

車
両
管
理
、
運
転
者
の
安
全
運
転

診
断
の
資
料
と
し
て
「
人
に
や
さ

し
い
安
全
運
転
」
を
配
布
し
、
交

通
事
故
の
防
止
に
努
め
て
も
ら
う

こ
と
と
し
て
い
る
。

平
成
22
年
度
公
共
建
物

　
「
火
災
予
防
運
動
」等
を
実
施

全
国
町
村
会
・
㈶
全
国
自
治
協
会

平
成
22
年
度
公
共
建
物

　
「
火
災
予
防
運
動
」等
を
実
施
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事　　　　　項
前年度
予算額
（Ａ）

平成23年度
（Ｂ）

対前年度
倍率

（Ｂ／Ａ）
備　　　　　考うち「 元気な日

本復活特
別枠」

治 山 治 水 613,129 590,981 57,350 0.96 1． 本表は、沖縄振興開発事業費
の国土交通省関係分を含む。

2． 推進費等の内訳（平成23年度）
は、　

　○ 災害対策等緊急事業推進費
等　　　　　  27,473百万円

　○ 北海道特定地域連携事業推
進費等　　　　8,859百万円

である。

3． 上段（　）書きは、対前年度
との比較を容易にするため、
内閣府計上の地域自主戦略交
付金（仮称）に移行した額を
加えた場合の計数である。

4． 内閣府計上の地域自主戦略交
付金（仮称）の平成23年度全
体額は512,024百万円である。

5． 本表のほか、内閣府計上の地
域再生基盤強化交付金62,000
百万円がある。（平成22年度
103,389百万円　対前年度倍
率0.60倍）

6． 計数は、整理の結果異動する
ことがある。

治 水 590,220 568,593 55,159 0.96

海 岸 22,345 22,318 2,191 1.00

急 傾 斜 地 等 564 70 0 0.12

道 路 整 備 982,179 986,238 107,928 1.00

港 湾 空 港 鉄 道 等 380,725 337,213 51,431 0.89

港 湾 165,489 166,649 31,771 1.01

空 港 113,130 71,944 8,337 0.64

都 市 ・ 幹 線 鉄 道 26,546 23,546 11,323 0.89

新 幹 線 70,600 70,600 0 1.00

航 路 標 識 4,960 4,474 0 0.90

住 宅 都 市 環 境 整 備 504,009 477,130 54,599 0.95

住 宅 対 策 201,662 182,303 30,000 0.90

都 市 環 境 整 備 302,347 294,827 24,599 0.98

市 街 地 整 備 6,250 15,958 3,527 2.55

道 路 環 境 整 備 264,248 249,627 21,072 0.94

都 市 水 環 境 整 備 31,849 29,242 0 0.92

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等 85,833 44,393 1,207 0.52

下 水 道 49,624 11,261 1,207 0.23

国 営 公 園 等 36,209 33,132 0 0.92

（2,129,870） （158,261） （0.97）

社 会 資 本 総 合 整 備 2,200,000 1,753,870 76,766 0.80

小　　　　　計 4,765,875 4,189,825 349,281 0.88

推 進 費 等 39,210 36,332 1,146 0.93

（4,602,157） （431,922） （0.96）

一般公共事業計 4,805,085 4,226,157 350,427 0.88

災 害 復 旧 等 53,449 53,449 0 1.00

（4,655,606） （431,922） （0.96）

公共事業関係計 4,858,534 4,279,606 350,427 0.88

官 庁 営 繕 19,028 17,783 1,573 0.93

船 舶 建 造（ 海 上 保 安 庁 ） 24,458 21,813 8,284 0.89

そ の 他 施 設 9,337 9,336 827 1.00

行 政 経 費 673,324 672,450 84,581 1.00

（5,376,988） （527,187） （0.96）

合　　　　　計 5,584,681 5,000,988 445,692 0.90

国土交通省関係予算総括表（国費） （単位：百万円）
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区　　　　　分 前年度
（Ａ）

平成23年度
（Ｂ）

対前年度
倍率

（Ｂ／Ａ）
備　　　　　考

独立行政法人住宅金融支援機構 30,000 30,000 1.00 1． 独立行政法人都市再生機構は、都市再生勘定分
である。

2． 社会資本整備事業特別会計は、空港整備勘定分
である。

3． 本表のほかに、以下の財投機関債がある。
・独立行政法人住宅金融支援機構

28,237億円（ 34,550億円）
・独立行政法人都市再生機構

900億円（  1,000億円）
・独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

4,600億円（  6,700億円）
・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

1,370億円（  1,000億円）　
・関西国際空港株式会社　  －　　（　 683億円）　
・中部国際空港株式会社　  78億円（　  29億円）
・独立行政法人水資源機構  85億円（    85億円）

計 　35,270億円（44,047億円）
※（　）内は、前年度

4．計数は、整理の結果異動することがある。

独立行政法人都市再生機構 406,500 399,000 0.98

独 立 行 政 法 人
日本高速道路保有・債務返済機構 1,849,000 1,720,000 0.93

独 立 行政法人　鉄道建設・
運 輸 施 設 整 備 支 援 機 構 53,200 53,100 1.00

関 西 国 際 空 港 株 式 会 社 18,000 49,000 2.72

中 部 国 際 空 港 株 式 会 社 16,800 20,600 1.23

社会資本整備事業特別会計 68,700 － 皆減

独 立 行 政 法 人 水 資 源 機 構 10,500 10,300 0.98

財団法人民間都市開発推進機構 － 30,000 皆増

独立行政法人奄美群島振興開発基金 200 200 1.00

合　　　　　計 2,452,900 2,312,200 0.94

国土交通省関係財投機関財政投融資計画総括表 （単位：百万円）

道路関係予算総括表 （単位：百万円）

平成23決定額
（Ａ）

前年度予算額
（Ｂ）

倍率
（Ａ／Ｂ）

改 築 そ の 他 851,700 854,400 1.00

維 持 管 理 215,800 162,800 1.33

維 持 96,600 96,600 1.00

特 定 事 業 119,200 66,200 1.80

業 務 取 扱 費 116,500 122,200 0.95

直 轄 事 業 　 計 1,184,000 1,139,400 1.04

地 域 高 規 格 道 路 そ の 他 54,300 62,800 0.86

国債義務額（地高除く） 7,800 30,800 0.25

補 助 事 業 　 計 62,100 93,700 0.66

有 料 道 路 事 業 等 95,300 102,700 0.93

合　　　計 1,341,500 1,335,700 1.00

※ この他に、社会資本整備総合交付金（国費17,539億円）及び地域自主戦略交付金（仮称）（国費5,120億円）があり、地方の要望
に応じて道路整備に充てることができる
※高速道路の原則無料化の社会実験に係る経費（国費1,200億円）
注 1：上表には「元気な日本復活特別枠」に係る計数を含む
注 2：上記の他に、地方道路整備臨時貸付金（国費800億円）、行政部費（国費10億円）がある
注 3：四捨五入の関係で、各計数の和が一致しないところがある
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事　　　項 前年度予算額
（Ａ）

概算決定額
（Ｂ）

対前年度
倍率

（Ｂ／Ａ）
備　　　考うち「 元気な日本

復活特別枠」
下 水 道 事 業 49,624 11,261 1,207 0.23 国庫債務負担行為

（過年度分）他
国 営 公 園 等 事 業 36,209 33,132 0 0.92
国 営 公 園 維 持 管 理 11,375 11,318 0 0.99
国 営 公 園 整 備 16,306 17,359 0 1.06
都 市 公 園 補 助 等 8,528 4,455 0 0.52 国庫債務負担行為

（過年度分）他
都 市 環 境 整 備 事 業 4,643 13,219 3,527 2.85
市 街 地 整 備 4,001 13,152 3,527 3.29
都 市 水 環 境 整 備 642 67 0 0.10
都 市 水 環 境 整 備 5 0 0 0.00 補助率差額
緑 地 環 境 整 備 637 67 0 0.11 国庫債務負担行為

（過年度分）
小　　　計 90,476 57,612 4,734 0.64

災 害 関 係 538 538 0 1.00
行 政 経 費 6,119 4,728 272 0.77

合　　　計 97,133 62,878 5,006 0.65
都 市 開 発 資 金 12,503 10,654 0 0.85

1 ．本表のほか、
　　⑴社会資本整備総合交付金1,753,870百万円がある。
　　⑵内閣府計上の地域再生基盤強化交付金62,000百万円がある。（平成22年度103,389百万円、対前年度倍率0.60倍）
2．内閣府に地域自主戦略交付金（仮称）が計上されている。
3．計数は、整理の結果異動することがある。

1． 離島振興対策実施地域及び奄美群島の地域において、総合的な振興開発の推進を図るため、これらの地域に係る公共事業予算
について、農林水産省所管分等を含めて予算の一括計上を行っている。

2． 内閣府に地域自主戦略交付金（仮称）が計上されている。

①都市整備関係予算

事　　　項

離島振興 奄美群島振興

概算決定額 対前年度
倍率 概算決定額 対前年度

倍率うち「 元気な日本
復活特別枠」

うち「 元気な日本
復活特別枠」

国 土 交 通 省 関 係 18,696 349 0.73 8,694 463 0.82
治 山 治 水 10 0 0.03 280 280 20.00
治 水 10 0 0.22 280 280 皆増
海 岸 0 0 皆減 － － －

道 路 整 備 800 0 0.46 0 0 皆減
港 湾 空 港 鉄 道 等 3,918 0 0.88 1,783 0 0.87
港 湾 3,654 0 0.84 1,464 0 0.87
空 港 264 0 2.81 319 0 0.84

社 会 資 本 総 合 整 備 13,968 349 0.74 6,631 183 0.78
農 林 水 産 省 関 係 19,626 1,454 0.70 7,684 1,267 0.89
厚生労働省関係（簡易水道） 1,483 0 0.89 646 0 0.89
環境省関係（廃棄物処理） 2,035 0 0.90 86 0 0.90

合　　　　計 41,840 1,803 0.73 17,110 1,730 0.85

②特定地域振興対策関係予算（公共事業）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

都市・地域整備局関係予算統括表
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事　　　　項 前年度予算額
（Ａ）

平成23年度
（Ｂ）

対前年度
倍率

（Ｂ／Ａ）
うち「 元気な日本復

活特別枠」
治 山 治 水 602,845 580,601 56,206 0.96
治 水 590,154 568,544 55,159 0.96
海 岸 12,127 11,987 1,047 0.99
急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 等 564 70 － 0.12

都 市 水 環 境 整 備 事 業 26,279 24,288 － 0.92
特 定 治 水 施 設 等 整 備 事 業 5,133 4,939 － 0.96
住 宅 宅 地 基 盤 特 定 治 水
施 設 等 整 備 事 業 205 52 － 0.25

下 水 道 関 連 特 定 治 水
施 設 整 備 事 業 4,928 4,887 － 0.99

小　　　　計 634,257 609,828 56,206 0.96
災 害 復 旧 関 係 事 業 50,602 50,602 － 1.00
災 害 復 旧 42,003 42,303 － 1.01
災 害 関 連 8,599 8,299 － 0.97

合　　　　計 684,859 660,430 56,206 0.96

1 ．上記計数のほか、前年度剰余金等として平成23年度34,053百万円、前年度10,745百万円がある。
2．上記計数のほか、社会資本整備総合交付金（国費1.75兆円）がある。
3．上記計数のほか、行政部費として平成23年度国費1,626百万円、前年度国費1,680百万円がある。

（単位：百万円）河川局関係予算総括表

事　　　　　項 概算決定額 対前年度倍率
うち「元気な日本復活特別枠」

離 島 振 興 248 10 1.04
奄 美 振 興 518 33 1.20
小 笠 原 振 興 1,379 47 0.99

③特定地域振興対策関係予算（行政経費） （単位：百万円）
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要望項目 要望額
22年度

補正等前倒し
措置済額
（Ａ）

23年度
措置額
（Ｂ）

計
（Ａ＋Ｂ）

Ⅰ．「国土交通省成長戦略」（平成22年5月）の実現
　 1．海洋分野
国際コンテナ戦略港湾のハブ機能の強化（港湾非公共・その
他施設費） 570 － 287 287

国際コンテナ戦略港湾のハブ機能の強化（フィーダー機能強
化事業） 1,349 － 809 809

国際コンテナ戦略港湾のハブ機能の強化（港湾公共） 38,123 2,740 31,571 34,311
即戦力を備えた船員の養成に向けた内航用練習船の整備 900 － 450 450
海洋権益を保全するための海洋調査等の推進（海洋調査能力
の向上） 368 － 368 368

　 2 ．観光分野
訪日旅行促進事業（中国市場向け訪日旅行促進緊急プロジェ
クト） 2,560 － 1,850 1,850

ICT等を活用した歩行者移動支援の推進 67 － － －
　 3．航空分野
首都圏空港の強化 9,537 1,200 8,337 9,537

　 4 ．国際展開・官民連携分野
官民連携による海外プロジェクトの推進 1,665 199 805 1,004
官民連携による民間資金を最大限活用した成長戦略の推進 851 － 388 388
下水道革新的技術実証事業 1,791 － 1,207 1,207

　 5 ．住宅・都市分野
大都市圏戦略推進事業 136 － － －
大都市の国際競争力強化に向けた戦略的プロジェクト支援 5,233 － 3,527 3,527
「新しい公共」分野における投資ファンド造成支援事業 100 － － －
官民連携成長戦略推進費（仮称） 2,972 － 445 445
高齢者等居住安定化推進事業 30,000 － 30,000 30,000
住宅エコポイント 33,000 33,000 － 33,000

Ⅱ．真に必要な社会資本の着実な整備
国土ミッシングリンクの解消 107,476 － 107,476 107,476
大都市圏の道路インフラの重点投資 21,524 － 21,524 21,524
都市鉄道利便増進事業 3,850

3,000 11,323 14,323
都市鉄道整備事業 10,473
激甚な水害・土砂災害が生じた地域における再度災害防止対策 21,443 － 21,443 21,443
生活の安定・安全を脅かすような災害が発生した地域におけ
る災害対策 34,763 － 34,763 34,763

海岸事業（特に産業・人口が集積する地域における緊急防災
対策） 1,144 － 1,144 1,144

社会資本整備総合交付金 237,391 － 76,766 76,766
Ⅲ．交通基本法関連施策の充実
地域公共交通確保維持改善事業　～生活交通サバイバル戦略～ 45,300 － 30,530 30,530

Ⅳ．高速道路の原則無料化の推進
高速道路の原則無料化の社会実験 75,000 － 45,000 45,000

（単位：百万円）

（参考）「元気な日本復活特別枠」に係る予算額
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Ⅴ．安全、環境、地域の雇用のための施策の強化
住宅・建築物安全ストック形成事業 6,000 6,000 － 6,000
災害応急対策活動拠点施設等の耐震化の促進 2,313 － 1,573 1,573
地震・津波・火山対策の強化 1,199 650 341 991
台風・集中豪雨等への対応の強化 962 279 478 757
地球温暖化対策の強化 328 － － －
緊迫化する国際情勢に対応した海上保安体制の重点整備 24,541 8,960 11,346 20,306
電気自動車による公共交通のグリーン化促進事業 450 450 － 450
奄美群島産業振興等補助金（非公共事業）のうち、振興開発・
産業振興等事業の一部 68 － 33 33

離島振興特別事業（非公共事業）のうち、離島体験滞在交流
促進事業の一部 20 － 10 10

小笠原諸島の振興開発に要する経費（非公共事業）のうち、
産業基盤施設等整備費補助の一部 97 － 47 47

北海道特定地域連携事業 1,052 － 701 701
地籍整備の促進 2,459 200 950 1,150
地下水対策及び地下水保全管理調査等に要する経費 10 － － －
「観光立国」を目指した沖縄における社会基盤整備 200 － 200 200
安全・安心で効率的な海上交通の実現（船舶交通・海上輸送
の安全確保の推進） 495 495 － 495
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平
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タ
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農
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に
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対
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え
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実
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す
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％
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さ
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搬
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産
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は
、
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産
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、
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（
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こ
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0
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％
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0
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農 林 水 産 省農 林 水 産 省農 林 水 産 省
平成23年度　関係省庁予算平成23年度　関係省庁予算

－農林水産関係予算・施策の概要－－農林水産関係予算・施策の概要－
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★
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で
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し
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振
り
込
み
下
さ
い
。
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平成23年度農林水産関係予算の骨子

1．総括表

区　　　　　分 22　年　度
予　算　額

23　年　度
概算決定額 対前年度比

億円 億円 ％

農 林 水 産 予 算 総 額
(23,802) (97.1)

24,517 22,712 92.6

1 ．公 共 事 業 費 6,563
(6,285) (95.8)
5,194 79.1

一 般 公 共 事 業 費 6,371
(6,092) (95.6)
5,002 78.5

災害復旧等事業費 193 193 100.0

2 ．非 公 共 事 業 費 17,954 17,517 97.6

一 般 事 業 費 6,342 5,931 93.5

食料安定供給関係費 11,612 11,587 99.8

注 1 ．計数整理の結果、異動を生じることがある。
2．計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。
3．上段（　）書きは、一括交付金への拠出額を含む金額である。

2．公共事業費一覧

事　　　　　項 22　年　度
予　算　額

23　年　度
概算決定額 対前年度比

億円 億円 ％
農 業 農 村 整 備 2,129 2,129 100.0

林 野 公 共 1,870 1,790 95.7

治　　　　　　　　山 688 608 88.4

森 林 整 備 1,182 1,182 100.0

水 産 基 盤 整 備 822 724 88.0

海 岸 49 41 82.7

農山漁村地域整備交付金 1,500
（1,408） （93.9）
318 21.2

一 般 公 共 事 業 費 計 6,371
（6,092） （95.6）
5,002 78.5

災 害 復 旧 等 193 193 100.0

公 共 事 業 費 計 6,563
（6,285） （95.8）
5,194 79.1

（単位：百万円、％）

注 1．金額は関係ベース

2．上段（　）書きは、一括交付金への拠出額を含む金額である。

3．上記のほか、地域再生基盤強化交付金措置額を内閣府に計上。
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3．主要事項
⑴ 農業・農村関係

事　　 業　　 名 22　年　度
当初予算額

23　年　度
概算決定額 備　　　　　考

（大臣官房） H23　　　（H22）

一 　農業者戸別所得補償制度【一部特
会】

561,821 所要額 800,291
①畑作物の所得補償交付金 所要額 212,302（　　  0）
　・麦、大豆等の所得補償
②水田活用の所得補償交付金 228,431（216,729）
　・水田での麦、大豆、米粉用米、飼料用米等の所得補償
③米の所得補償交付金 192,900（198,000）
　・主食用米の所得補償
④米価変動補てん交付金（24年度予算計上）　

所要額 139,100（139,088）
　・当年産の販売価格と標準的な販売価格の差額を補てん
⑤加算措置 所要額  15,000（　　  0）
　・経営規模の拡大や農地の再生利用等に対する支援
⑥推進事業等 11,558（　8,003）
　・ 集落営農の法人化支援、国・市町村等で必要な事務経
費

二 　食料自給率向上国民運動拡大対策 1,080 1,336 ・食料自給率向上のための国民運動の推進

三 　農林水産分野における地球環境対策
推進手法開発事業

0 43 ・「CO₂の見える化」等の推進

（国際部）

一 　ODAを通じた世界の食料安全保障
や地球的規模の課題等への対応

3,956 3,482 ・アフリカ等開発途上国に対する農林水産分野での協力

（総合食料局）

一 　未来を切り拓く 6次産業創出総合対
策

4,168 12,998 ① 農林漁業者の加工・販売分野への進出、地域資源を活用
した新産業の創出

② 農林漁業者が加工・販売するため、国内市場の活性化、
海外市場の開拓

二　米の備蓄運営の見直し【特会】 51,153 所要額 50,969 ・米の備蓄運営についてこれまでの回転備蓄方式の見直し

（消費・安全局）

一 　有害化学物質・微生物リスク管理基
礎調査事業

310 286 ・有害化学物質・有害微生物の汚染実態調査

二　食の生産資材安全確保対策事業 671 631 ・生産資材のリスク管理措置の検討に必要な科学的調査

三　消費・安全対策交付金 2,686 3,023 ・都道府県等の食品安全、鳥インフルエンザ対策等の支援

四　口蹄疫総合対策 0 884 ・口蹄疫の発生予防及び発生に備えた危機管理体制の強化

五 　動物検疫所及び植物防疫所の検疫事
業

2,494 2,445 ・動植物の検疫体制の強化・拡充、危機管理体制の強化

六 　獣医療提供体制整備推進総合対策事
業

58 96 ・獣医学生への修学資金貸与など産業動物獣医師の確保

（生産局）

一　野菜価格安定対策事業 13,551 所要額 15,925 ・野菜価格低落時における生産者補給金等の交付

二　果樹・茶支援対策事業 8,763 7,528 ・果樹及び茶の改植等に伴う未収益期間の経営対策

三 　甘味資源作物生産者等支援安定化対
策

7,991 42,119 ・甘味資源作物生産者等の経営安定のための支援

四　畜産・酪農経営安定対策 175,621 所要額 166,839 ・畜種ごとの特性に応じた畜産・酪農の経営安定対策

五　飼料増産総合対策事業 4,239 2,334 ・飼料自給率の向上に向けた国産飼料の増産

六　配合飼料価格安定対策事業 34,085 所要額 32,242 ・配合飼料価格の大幅な値上り時に異常補てん金を交付

七　畜産防疫体制強化リース事業 0 677 ・生産者の自己防疫体制の強化に必要な機器の導入

（単位：百万円）



町 村 週 報（第三種郵便物認可） 平成23年 1 月24日　36第2746号

政 策

事　　 業　　 名 22　年　度
当初予算額

23　年　度
概算決定額 備　　　　　考

八　産地活性化総合対策事業 6,515 10,704 ・産地の収益力向上等に向けた取組を総合的に支援

九 　戦略作物生産拡大関連施設緊急整備
事業

0 8,666 ・戸別所得補償制度の本格導入に向けた施設等の整備

十　農畜産業機械等リース支援事業 2,742 1,627 ・農業機械等のリース経費負担を軽減

十一　環境保全型農業直接支援対策 0 所要額 4,807 ・地球温暖化防止等に効果の高い営農活動等への直接支援

十二　生産環境総合対策 1,449 968 ・地球温暖化対策や有機農業等の推進

十三　鳥獣被害緊急総合対策 2,278 11,283 ・鳥獣被害防止の取組の推進

十四　農作業安全緊急推進事業 10 117 ・農作業事故の分析、トラクターの安全促進

（経営局）

一　多様な農業者向け制度金融 11,280 10,947 ・農業改良資金の拡充、短期運転資金制度の創設

二　経営体育成支援事業 0 7,168 ・意欲ある経営体の機械の導入

三　新規就農支援 3,029 2,660 ・就農ニーズに応じた実践研修や資金の確保を支援

四　農地制度実施円滑化事業 10,742 8,416 ・農地制度の運用を担う農業委員会等の活動推進

五　農地保有合理化促進事業【特会】 865 所要額 946 ・農地保有合理化法人が意欲ある農業者に農地を集積

六 　農業共済関係事業（農業災害補償制
度）

93,258 91,103 ・農業共済に係る共済掛金及び事務費の一部等を国が負担

七　農業者年金事業 125,760 124,672 ・農業者年金基金による農業者年金制度の適切な運用

（農村振興局）

一　中山間地域等直接支払交付金 26,474 26,998 ・中山間地域等の農業生産条件の不利を補正

二　農地・水保全管理支払交付金 23,448 所要額 28,497 ・地域共同での水路等の保全管理と長寿命化の取組を推進

三　食と地域の交流促進対策交付金 0 1,703 ・豊かな地域資源を活かした交流促進の取組を直接支援

四 　小水力等農業水利施設利活用促進事
業

1,740 990 ・農村地域における小水力等の利活用

五 　農山漁村活性化プロジェクト支援交
付金

24,591 18,357 ・農山漁村活性化に向けた施設等を整備

六 　戦略作物生産拡大関連基盤緊急整備
事業

0 22,000 ・暗渠排水、水路の緊急補修、畑地の土層改良等の整備

七　耕作放棄地再生利用対策 5,454 所要額 5,618 ・荒廃した耕作放棄地を再生利用

八　諫早湾干拓・有明海関係事業 1,200 1,200 ・環境アセスの着実な実施と有明海再生の取組の推進

（農林水産技術会議事務局）

一 　気候変動に対応した循環型食料生産
等の確立のための技術開発

675 1,446 ・地球温暖化の進行に対応した緩和及び適応技術の開発

二 　海洋微生物解析による沿岸漁業被害
の予測・抑制技術の開発

0 141 ・微生物を利用した赤潮等の早期予測、抑制技術の開発

三 　地域活性化のためのバイオマス利用
技術の開発

1,503 940 ・低コスト・高効率バイオマス利用技術の開発

四 　農林水産物・食品の機能性等を解析・
評価するための基盤技術の開発

0 475 ・疾病予防機能の科学的エビデンス獲得手法の開発

五 　アグリ・ヘルス実用化研究促進プロ
ジェクト

551 605 ・農産物等を活用した医薬品・医療用新素材の開発

六 　鳥インフルエンザ、BSE、口蹄疫等
の効率的なリスク低減技術の開発

587 654 ・口蹄疫の迅速診断技術等の開発

七 　新たな農林水産政策を推進する実用
技術開発事業

7,039 5,151 ・研究成果の実用化、現場ニーズに応じた技術開発
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事　　 業　　 名 22　年　度
当初予算額

23　年　度
概算決定額 備　　　　　考

（林野庁）

一 　森林管理・環境保全直接支払制度
【一部公共】

0 32,412 ・施業を集約化して搬出間伐等の森林整備を行う者を支援

二　森林づくり主導人材育成対策 0 545 ・フォレスターや森林施業プランナーを育成

三　「緑の雇用」現場技能者育成対策 0 5,530 ・間伐や道づくり等を効率的に行える人材を育成

四　地域材供給倍増対策 400 1,056 ・公共建築物等への地域材の利用を拡大

五　林業金融対策 2,255 2,228 ・林業者の設備投資等に係る資金の実質無利子化

六　国際森林年推進事業 0 300 ・国連が定めた国際森林年に係る取組を積極的に展開

七　森林・林業技術開発推進事業 590 289 ・先進林業機械、育林機械を開発・改良

八　山村活性化総合推進事業 537 45 ・里山林の資源状況等に応じた再生指針を実証・確立

九　森林づくり国民運動推進事業 121 60 ・国民参加の森林づくりに向けた取組を推進

十　森林・林業・木材産業づくり交付金 7,085 1,610 ・木材利用推進に必要な施設等を整備

十一　森林計画推進事業 379 597 ・森林計画策定に必要な森林情報等を整備

⑶ 水産関係

事　　 業　　 名 22　年　度
当初予算額

23　年　度
概算決定額 備　　　　　考

（水産庁）

一　資源管理・漁業所得補償対策 10,192 51,818 ・資源管理に取り組む漁業者に対する減収補填等を実施

二　漁業金融対策 1,158 1,900 ・漁業者向け無担保・無保証人型の融資等の推進

三　漁船漁業・担い手確保対策事業 2,330 918 ・漁業就業相談会の開催、高性能漁船等の導入

四　漁場環境保全・被害対策事業 12,764 5,049 ・大型クラゲ等有害生物対策、藻場・干潟保全活動を支援

五　赤潮・磯焼け緊急対策 0 5,100 ・赤潮などで悪化する沿岸漁場の環境を改善

六　増養殖対策 1,637 1,198 ・種苗の適地放流、クロマグロ養殖の技術開発

七　資源調査・資源管理等 3,811 3,663 ・資源調査の実施、国際的な資源管理体制の強化

八　漁村の活性化・再生支援 1,516 1,452 ・活力ある漁村づくりの推進、離島漁業再生活動を支援

九　水産物加工・流通対策事業 1,666 651 ・国産水産物の供給の平準化、品質管理体制の構築

十　強い水産業づくり交付金 5,045 3,552 ・漁村の 6次産業化を通じた産地水産業の強化

十一　技術開発・普及推進事業 1,090 524 ・漁船の安全性向上、地球温暖化対策等の技術開発・普及

⑷ 公共事業関係

事　　 業　　 名 22　年　度
当初予算額

23　年　度
概算決定額 備　　　　　考

（農村振興局）

一　農業農村整備事業【公共】 212,939 212,939 ・農業生産力強化に向けた農業生産基盤の保全管理・整備

（林野庁）

一　森林整備事業・治山事業【公共】 187,030 179,042 ・集約化・路網整備・搬出間伐の推進、山地災害の防止

（水産庁）

一　水産基盤整備事業【公共】 82,227 72,367 ・水産環境整備と拠点漁港の衛生管理対策の重点実施

（農村振興局　林野庁　水産庁）

一　農山漁村地域整備交付金【公共】 150,000 31,761 ・地域の創意工夫を活かした農山漁村地域の整備

⑵ 森林・林業関係
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政 策

平
成
23
年
度
の
文
部
科
学
省
予
算
案

は
、
総
額
5
兆
5
、
4
2
8
億
円
で
、
対

前
年
度
比
0
・
9
％
、
4
9
8
億
円
の
減

と
な
っ
た
。
ま
た
、「
平
成
23
年
度
予
算

の
概
算
要
求
組
替
え
基
準
に
つ
い
て
」（
平

成
22
年
7
月
27
日
閣
議
決
定
）
に
お
い
て

設
定
さ
れ
た「
元
気
な
日
本
復
活
特
別
枠
」

に
文
部
科
学
省
と
し
て
要
望
し
た
小
学
1

年
生
の
35
人
以
下
学
級
な
ど
10
項
目
に
つ

い
て
は
、
平
成
22
年
度
の
補
正
予
算
等
と

あ
わ
せ
、
要
望
総
額
の
9
割
を
超
え
る
予

算
額
を
確
保
し
た
。

23
年
度
予
算
は
、
我
が
国
の
成
長
の
原

動
力
で
あ
る
「
強
い
人
材
」
を
実
現
す
る

た
め
、
小
学
1
年
生
に
お
け
る
35
人
以
下

学
級
の
実
現
を
始
め
、人（
ヒ
ュ
ー
マ
ン
）・

知
恵
（
ソ
フ
ト
）
の
育
成
施
策
に
重
点
が

置
か
れ
た
。

主
な
内
容
に
つ
い
て
は
以
下
の
と
お
り

で
あ
る
。

1
、
初
等
中
等
教
育
の
充
実

民
主
党
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
掲
げ
ら
れ
た

少
人
数
学
級
の
推
進
に
向
け
、
35
人
以
下

学
級
に
つ
い
て
は
、
23
年
度
は
小
学
校
1

年
生
に
つ
い
て
制
度
化
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
。
実
現
に
必
要
な
4
、
0
0
0
人

の
教
職
員
定
数
を
措
置
す
る
た
め
、
義
務

教
育
費
国
庫
負
担
金
（
都
道
府
県
が
負
担

し
た
経
費
の
3
分
の
1
を
国
が
負
担
す
る

も
の
）
と
し
て
、
1
兆
5
、
6
6
6
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。
既
に
自
治
体
の
少
人
数

学
級
に
使
わ
れ
て
い
る
加
配
定
数
1
、
7

0
0
人
分
を
活
用
し
な
が
ら
、
3
0
0
人

の
純
増
を
含
む
2
、
3
0
0
人
の
定
数
改

善
が
行
わ
れ
る
。
学
級
編
制
の
標
準
の
引

下
げ
は
、
現
行
の
40
人
学
級
が
ス
タ
ー
ト

し
た
昭
和
55
年
以
来
30
年
ぶ
り
と
な
る
。

次
期
通
常
国
会
に
義
務
標
準
法
改
正
案
を

提
出
す
る
見
込
と
な
っ
て
い
る
。

次
に
、
全
国
学
力
・
学
習
状
況
調
査
に

つ
い
て
は
、引
き
続
き
抽
出
調
査（
抽
出
率

約
30
％
）及
び
希
望
利
用
方
式（
抽
出
対
象

外
と
な
っ
て
も
学
校
の
設
置
管
理
者
が
希

望
す
れ
ば
調
査
が
利
用
可
能
）
に
よ
り
実

施
さ
れ
る
。ま
た
平
成
24
年
度
調
査
か
ら
、

対
象
教
科
で
あ
る
国
語
及
び
算
数
・
数
学

に
加
え
、
理
科
も
追
加
し
て
実
施
で
き
る

よ
う
、準
備
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

幼
児
教
育
の
推
進
と
し
て
、
幼
稚
園
就

園
奨
励
費
補
助
に
つ
い
て
、
保
護
者
負
担

の
軽
減
等
を
図
る
た
め
、
私
立
幼
稚
園
に

お
け
る
補
助
単
価
の
引
き
上
げ
が
行
わ
れ

る
。
全
階
層
の
世
帯
で
第
1
子
補
助
単
価

が
3
、
2
0
0
円
増
と
な
る
。
ま
た
、
幼

保
一
体
化
に
向
け
て
幼
稚
園
・
保
育
所
等

の
経
営
実
態
調
査
を
実
施
す
る
た
め
、
新

た
に
1
、
7
0
0
万
円
計
上
さ
れ
た
。

2
、安
全
で
質
の
高
い
学
校
施
設
の
整
備

公
立
学
校
の
耐
震
化
に
つ
い
て
は
、
8

0
5
億
円
が
計
上
さ
れ
、
う
ち
一
括
交
付

金
化
に
伴
い
、
10
億
円
（
産
業
教
育
施
設

等
）が
内
閣
府
に
計
上
さ
れ
て
い
る
。平
成

22
年
度
予
備
費
及
び
補
正
予
算
の
1
、
3

3
8
億
円
と
合
わ
せ
る
と
、
総
額
2
、
1

4
2
億
円
に
上
る
。
23
年
度
は
約
1
、
8

0
0
棟
の
耐
震
化
が
予
定
さ
れ
て
お
り
、

全
て
完
成
す
れ
ば
、
耐
震
化
率
は
現
状
約

81
％
か
ら
約
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％
ま
で
伸
び
る
。
児
童
生

徒
が
一
日
の
大
半
を
過
ご
し
、
非
常
災
害

時
に
は
地
域
住
民
の
応
急
避
難
場
所
と
も

な
る
学
校
施
設
の
安
全
性
を
確
保
す
る
と

い
う
観
点
か
ら
、
急
務
と
さ
れ
て
い
る
。

3
、
地
域
全
体
で
教
育
に
取
り
組
む
体

制
づ
く
り
の
支
援

学
校
・
家
庭
・
地
域
の
連
携
協
力
推
進

事
業
に
つ
い
て
は
、
①
学
校
と
地
域
の
総

合
的
な
活
性
化
推
進
費
と
し
て
5
、
3
0

0
万
円
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、
ま
た
②
学

校
・
家
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連
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に
よ
る
教
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支

援
活
動
促
進
事
業
が
新
規
に
創
設
さ
れ

た
。
①
に
つ
い
て
は
、
文
部
科
学
省
が
先

進
的
取
組
を
行
う
社
会
教
育
関
係
団
体
や

地
域
の
実
践
者
等
と
連
携
・
協
力
し
つ
つ
、

情
報
提
供
、
相
談
対
応
を
行
う
Ｗ
ｅ
ｂ
サ

イ
ト
の
作
成
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催
に
よ

る
普
及
啓
発
な
ど
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て

い
る
。
ま
た
②
に
つ
い
て
は
、
昨
年
度
に

引
き
続
き
、
地
域
住
民
等
の
参
画
に
よ
る

「
放
課
後
子
ど
も
教
室
」「
学
校
支
援
地
域

本
部
」
等
の
教
育
支
援
活
動
の
支
援
に
加

え
、
そ
の
充
実
・
強
化
を
実
施
す
る
。
こ

の
他
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
活
用

事
業
で
は
、
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
の
中
学
校
全

校
配
置
に
加
え
小
学
校
に
も
配
置
す
る
こ

と
と
し
、
1
万
校
か
ら
1
万
2
千
校
へ
拡

充
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

青
少
年
の
健
全
育
成
の
推
進
に
つ
い
て

は
、
青
少
年
の
国
際
交
流
の
推
進
が
盛
り

こ
ま
れ
、
新
規
に
①
青
少
年
の
体
験
活
動

の
推
進
、
②
読
書
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
支

援
事
業
が
創
設
さ
れ
、
子
ど
も
の
読
書
活

動
の
さ
ら
な
る
促
進
や
、
特
色
あ
る
優
れ

た
取
り
組
み
を
行
う
民
間
団
体
等
を
表
彰

す
る
制
度
の
創
設
等
を
そ
の
内
容
と
し
て

い
る
。

文 部 科 学 省文 部 科 学 省文 部 科 学 省
特 集 平成23年度　関係省庁予算特 集 平成23年度　関係省庁予算

－文教関係予算・施策の概要－－文教関係予算・施策の概要－
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政 策

文部科学省関係予算
区　　　　　分 平成22年度予算額 平成23年度予算額 比較増△減額 備　　　　　考

一　般　会　計
百万円 百万円 百万円

5,592,620 5,542,807 △49,813 対前年度　0.9％減

1．初等中等教育の充実 （単位：百万円）

事　　　項
平成22年度
予　算　額

平成23年度
予　算　額

比較増
△減額

備　　　考

⑴ 35人以下学級の推進による教
職員定数の改善

1,593,767 1,566,649 △27,118 ○概要
新学習指導要領の本格実施や、いじめ等の学校教育上の課題に
適切に対応し、教員が子ども一人一人に向き合う時間を確保する
ことにより、子どもたちの個性に応じたきめ細やかで質の高い教
育の実現が急務。
このため、35人以下学級については、平成23年度は、小学校１
年生について制度化する。
＜学級編制の標準の引下げは、現行の40人学級がスタートした昭
和55年以来30年ぶり＞

（次期通常国会に義務標準法改正案を提出）
◆義務教育費国庫負担金 （1,566,649百万円）
　義務教育費国庫負担制度は、公立の小・中学校及び特別支援
学校の小・中学部の教職員の給与費について都道府県が負担し
た経費の３分の１を国が負担するものである。
　・教職員定数の改善（平成3年度以来20年ぶりの２年連続純増）
　小学校１年生の35人以下学級の実現に必要な4,000人の教
職員定数を措置するため、300人の純増を含む2,300人の定数
改善を行う。
※ 既に地方自治体において少人数学級に使われている加配定
数1,700人分を活用。少人数指導や通級指導などを実施す
るための加配定数は引き続き維持。

⑵ 公立高校の授業料無償制及び
高等学校等就学支援金

393,269 392,206 △1,063 ○概要
家庭の状況にかかわらず、全ての意志ある高校生等が安心して
勉学に打ち込める社会をつくるため、公立高校の授業料を無償に
するとともに、高等学校等就学支援金を支給することにより、家
庭の教育費負担を軽減する。
◆公立高校の授業料無償制及び高等学校等就学支援金

（392,206百万円）
　公立高校生の授業料を不徴収とすることに伴い、これまでの
授業料に相当する経費を地方公共団体に対して国費により負
担するとともに、私立高校生等については就学支援金（※１）
を支給することにより、家庭の教育費負担を軽減する。
　 ※１　 年額118,800円を上限とするが、低所得世帯については、

所得に応じて59,400円～ 118,800円を加算して支給
【対象学校種】
　高等学校、中等教育学校（後期課程）、特別支援学校高等部、
高等専門学校（１～３年生）・専修学校高等課程及び各種学校と
なっている外国人学校のうち高等学校の課程に類する課程を置く
もの（※２）
　 ※２　対象となる学校については、告示で定める。
　※ 別途、都道府県に設置されている高校生修学支援基金を活用
した経済的困窮者等に対する支援
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政 策

事　　　項
平成22年度
予　算　額

平成23年度
予　算　額

比較増
△減額

備　　　考

⑶全国的な学力調査の実施 3,317 3,552 235 ◆全国学力・学習状況調査の実施 （3,531百万円）
平成23年度調査は、引き続き抽出調査（抽出率約30％）及び
希望利用方式（抽出対象外となっても学校の設置管理者が希望
すれば調査が利用可能）により調査を実施する。小学校第６学
年及び中学校第３学年の児童生徒を対象とし、教科は国語及び
算数・数学について行う。また、平成24年度調査から、対象教
科に理科を追加して実施できるよう準備を行う。

【平成23年度調査実施予定日　平成23年４月19日（火）】
◆学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究

（21百万円）
⑷ 新学習指導要領の円滑な実施
に向けた理科教育、外国語教
育、道徳教育等の推進

2,052 2,443 391 ◆理科教育等設備整備費補助 （1,490百万円）
　理科教育振興法に基づき、理科、算数・数学教育に必要な実
験用機器などの設備の整備に要する経費の一部を補助する。
　補助事業者：地方公共団体、学校法人
　補助率：１／２（沖縄　３／４）
◆小学校外国語活動の教材整備事業【新規】 （172百万円）
　平成23年度から全面実施される小学校外国語活動のため、こ
れまでの教材の活用実績や成果、課題等を踏まえ、ウェブ化を
含め、新たな外国語活動教材の整備を行う。
◆道徳教育総合支援事業 （631百万円）
　外部講師派遣や保護者・地域との連携など特色ある道徳教育
への支援、地域教材の作成や国作成教材の活用など道徳教材活
用への支援等を行う。
◆コミュニケーション教育推進のための検討 （15百万円）
　コミュニケーション教育推進会議での検討を踏まえ、学校と
NPO法人・劇場等との効果的な連携手法や学習プログラムの
実施・効果分析等の調査研究、研修プログラムの開発・試行・
実施など、コミュニケーション教育推進のための具体的な施策
を行う。
（注） この他に「次代を担う子どもの文化芸術体験事業」（4,740

百万円）の中で児童生徒の芸術表現体験を実施する。
◆外国人児童生徒の総合的な学習支援事業 （７百万円）
　外国人児童生徒の適応指導・日本語指導を担当する教員・支
援員等が効率的な指導を行えるよう、教員等のための研修マ
ニュアルや学校において利用可能な日本語能力の測定方法の開
発により、外国人児童生徒の学習を総合的に支援する。 等

⑸ 生徒指導・進路指導等の取組
の推進

516 298 △218 ◆生徒指導・進路指導総合推進事業等 （298百万円）

⑹ 幼児教育の推進 20,526 21,261 735 ◆幼稚園就園奨励費補助 （21,185百万円）
　保護者の所得状況に応じた経済的負担の軽減等を図ることを
目的として、保育料等を軽減する「就園奨励事業」を実施して
いる地方公共団体に対して、所要経費の一部を補助する。
　平成23年度は、保護者負担の軽減等を図るため、私立幼稚園
の補助単価を引き上げる。
　・全階層の世帯：補助単価（第１子の場合） 3,200円増
◆幼稚園・保育所等の経営実態調査【新規】 （17百万円）
　幼保一体化に向けて、幼稚園・保育所等の収支や財政状況、
運営方法等の実態を把握するための調査及び分析を行う。

⑺特別支援教育の推進 7,973 7,987 14 ◆特別支援教育総合推進事業 （253百万円）
◆特別支援教育就学奨励費負担等 （7,583百万円）
◆教科用特定図書等普及推進事業 （125百万円）
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事　　　項
平成22年度
予　算　額

平成23年度
予　算　額

比較増
△減額

備　　　考

⑻教員の資質向上 469 617 148 ◆教員の資質能力向上に係る調査検討事業 （34百万円）
◆大学における教員の現職教育への支援 （136百万円）
◆日本人若手英語教員米国派遣事業【新規】 （300百万円）
　英語教員の指導力、英語によるコミュニケーション能力を高
め、英語教育の充実を図るため、若手英語教員（100人）を米国
の大学に派遣する。≪総事業費５億円（外務省との共同実施）≫
◆教員資格認定試験 （134百万円）

⑼ 情報通信技術を活用した教育
の推進（学びのイノベーショ
ン）

0 300 300 ○概要
新成長戦略を踏まえ、情報通信技術を活用した教育の可能性に
関する実証研究を行う。
◆学びのイノベーション事業【新規】 （300百万円）
　子どもたち一人一人の能力や特性に応じた学び、子ども同士
が教え合い学び合う協働的な学びを創造するために、デジタル
教科書・教材の在り方や指導方法等、教育面での様々な課題に
ついて実証研修等を行う。

⑽学校健康教育の推進 638 633 △5 ◆学校において予防すべき感染症の指導参考資料の作成【新規】
（21百万円）

　教職員や医療関係者を対象とした各種感染症の解説、学校の
管理体制、医療機関との連携等に関する指導参考資料を作成し、
配布する。
◆ 学校内で安全を見守る支援的スタッフに関する調査研究【新
規】 （39百万円）
　新しい公共による学校安全の取組を更に進展させるため、学
校において専ら学校安全対策に従事する支援的スタッフなどの
施策展開も視野に入れ、これまでの取組の先進事例の調査や活
動内容の分析等を行う。
◆学校給食・食育総合推進事業 （281百万円）
・学校給食における地場産物の活用促進事業【新規】
　各地域における地場産物を活用した学校給食のメニュー開
発コンテスト、調理員を対象とした調理講習会の開催など地
場産物の活用促進につながる事業や、地場産物の活用率が大
きく改善された地域等の取組に関する調査研究を行う。

等

2．安全で質の高い学校施設の整備

事　　　項
平成22年度
予　算　額

平成23年度
予　算　額

比較増
△減額

備　　　考

⑴公立学校施設の耐震化等の推
進

103,154 80,468 △22,686 ○概要
　児童生徒等が一日の大半を過ごし、非常災害時には地域住民の
応急避難場所ともなる学校施設の安全性を確保する。
◆耐震化及び老朽化対策等の推進
・ 平成22年度補正予算等（1,388億円）と合わせて、耐震化及
び老朽化対策を中心に地方公共団体の要望を踏まえた計画的
な整備を行う。

＜耐震化棟数　約1, 800棟、耐震化率85％＞
※一括交付金化として10億円（産業教育施設等）を内閣府へ計上

（単位：百万円）
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3．地域全体で教育に取り組む体制づくりの支援

事　　　項
平成22年度
予　算　額

平成23年度
予　算　額

比較増
△減額

備　　　考

⑴ 学校・家庭・地域の連携協力
の推進

13,093 9,450 △3,643 ◆学校・家庭・地域の連携協力推進事業 （9,450百万円）
○学校と地域の総合的な活性化推進費【新規】 （53百万円）
　学校と地域の総合的な活性化を推進するため、文部科学省にお
いて、既存事業の成果を集約・分析し、先進的取組を行う社会教
育関係団体や企業、地域の実践者等と広く連携・協力しつつ、課
題解決等に役立つ情報提供、相談対応を行うプラットホーム（Web
サイト）の作成・運営や今後の発展を模索する地域に対するアド
バイザーの派遣などきめ細やかな支援を行うとともに、シンポジ
ウム開催による普及啓発などを行う。
○学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助（補助率１／３）　

（9,397百万円）
・学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業【新規】
　地域住民等の参画による「学校支援地域本部」「放課後子
ども教室」「家庭教育支援」「地域ぐるみの学校安全体制の整
備」「スクールヘルスリーダー派遣」などの教育支援活動を
引き続き支援するとともに、各地域の実情に応じたそれぞれ
の取組を有機的に組み合わせることを可能とし、より充実し
た教育支援活動を支援する。（10,750箇所　等）
・スクールカウンセラー等活用事業
　スクールカウンセラーや「子どもと親の相談員」等を配置
するとともに、24時間体制の電話相談を実施するなど、教育
相談体制の整備を支援する。

等
⑵青少年の健全育成の推進 415 392 △23 ◆青少年の意欲を高める体験活動の推進 　（247百万円）

・青少年の体験活動の推進【新規】
　家庭や企業などへ体験活動の理解を求めていくための普及
啓発に取り組むとともに、自然体験活動の指導者養成、体験
活動の場の在り方に関する調査研究協力者会議を実施する。
・青少年の国際交流の推進～Road to Japan
◆子どもの読書活動の推進 　（44百万円）
・読書コミュニティ形成支援事業【新規】
　新しい公共の担い手でもある読書ボランティアの普段の活
動を尊重しつつ、自らの活動を通じた地域コミュニティづく
りのための場や情報の提供を行い、子どもの読書活動のより
一層の促進を図るとともに、特色ある優れた取り組みを行っ
ている民間団体等を表彰する制度を創設する。

等



町 村 週 報43　平成23年 1 月24日 （第三種郵便物認可） 第2746号

政 策

【
環
境
省
の
重
点
施
策
】

環
境
省
関
係
予
算
は
、
前
年
度
比
2
・

7
％
減
の
2
、
0
4
7
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。「
新
成
長
戦
略
」
で
示
さ
れ
た
方
向

性
に
沿
っ
て
、
温
室
効
果
ガ
ス
25
％
削
減

目
標
な
ど
長
期
的
観
点
か
ら
必
要
な
目
標

を
掲
げ
、「
一
．
25
％
削
減
と
成
長
が
両

立
す
る
低
炭
素
社
会
づ
く
り
等
持
続
可
能

な
社
会
に
向
け
た
取
組
」、「
二
．
国
連
地

球
生
き
も
の
会
議
（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
10
）
の
成
果

を
踏
ま
え
た
自
然
共
生
社
会
実
現
に
向
け

た
取
組
」、「
三
．
日
本
と
ア
ジ
ア
の
安
定

し
た
成
長
を
支
え
る
循
環
型
社
会
実
現
に

向
け
た
取
組
」
及
び
「
四
．
安
全
・
安
心

な
生
活
を
実
現
す
る
た
め
の
取
組
」
の
4

つ
の
柱
を
掲
げ
、
持
続
可
能
な
社
会
と
成

長
の
両
立
を
目
指
す
と
し
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、「
一
」
に
つ
い
て
は
、
温

室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を
1
9
9
0
年
比
で

2
0
2
0
年
ま
で
に
25
％
、
更
に
2
0
5

0
年
ま
で
に
80
％
削
減
す
る
長
期
目
標
達

成
の
た
め
の
環
境
保
全
に
関
す
る
課
題
の

解
決
を
き
っ
か
け
と
し
、
こ
れ
を
成
長
に

つ
な
げ
る
た
め
、
低
炭
素
社
会
づ
く
り
等

持
続
可
能
な
社
会
づ
く
り
を
強
力
に
推
し

進
め
る
と
し
た
。
企
業
活
動
の
低
炭
素
化

に
向
け
た
取
組
を
強
力
に
支
援
す
る
、
低

炭
素
化
に
向
け
た
事
業
者
連
携
型
モ
デ
ル

事
業
と
し
て
18
億
円
、
都
市
未
利
用
熱
等

の
活
用
を
は
じ
め
と
す
る
対
策
に
つ
い
て

効
果
検
証
を
行
う
チ
ャ
レ
ン
ジ
25
地
域
づ

く
り
事
業
と
し
て
30
億
円
（
元
気
な
日
本

復
活
特
別
枠
）
等
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

「
二
」
に
つ
い
て
は
、
①
国
連
地
球
生

き
も
の
会
議
（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
10
）
の
成
果
を
踏

ま
え
た
生
物
多
様
性
保
全
の
取
組
、
②
人

と
生
き
も
の
が
共
生
す
る
社
会
の
実
現
、

③
成
長
戦
略
の
実
現
に
向
け
た
自
然
資
源

の
活
用
や
国
立
公
園
等
の
魅
力
づ
く
り
の

推
進
、ま
た
「
三
」
に
つ
い
て
は
、①
世
界

に
通
用
す
る
静
脈
産
業
の
育
成
、
②
地
域

に
お
け
る
循
環
資
源
の
高
度
利
用
等
、
③

安
全
・
安
心
な
廃
棄
物
処
理
・
リ
サ
イ
ク

ル
の
推
進
、さ
ら
に
「
四
」
に
つ
い
て
は
、

①
国
民
の
安
全
・
安
心
の
基
礎
と
な
る
環

境
管
理
の
推
進
、
②
化
学
物
質
対
策
の
推

進
―
等
が
重
点
施
策
に
位
置
付
け
ら
れ
た
。

【
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策
関
係
予
算
】

廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策
関
係
予
算

に
つ
い
て
は
、
前
年
度
比
10
・
4
％
減
の

6
1
2
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
主
な
も
の

は
以
下
の
と
お
り
。

・ 「
地
域
に
お
け
る
循
環
資
源
の
高
度
利

用
等
」

市
町
村
の
自
主
性
と
創
意
工
夫
を
活
か

し
た
広
域
的
か
つ
総
合
的
な
廃
棄
物
処

理
・
リ
サ
イ
ク
ル
施
設
の
整
備
を
推
進
す

る
た
め
、
循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金

（
公
共
事
業
・
一
般
廃
棄
物
分
）と
し
て
3

1
2
億
3
、
5
0
0
万
円
、
第
2
次
循
環

型
社
会
形
成
推
進
基
本
計
画
（
平
成
20
年

3
月
閣
議
決
定
）に
位
置
づ
け
ら
れ
た「
地

域
循
環
圏
」に
つ
い
て
、こ
れ
ま
で
の
調
査

や
検
討
成
果
を
踏
ま
え
、課
題
、評
価
の
考

え
方
及
び
推
進
施
策
等
を
盛
り
込
ん
だ

『
地
域
循
環
圏
の
高
度
化
・
発
展
戦
略
』

を
策
定
し
、
ま
た
、
各
地
域
で
策
定
し
た

地
域
計
画
を
促
進
す
る
た
め
、
革
新
性
等

を
有
す
る
先
進
的
な
取
組
に
つ
い
て
、
技

術
や
シ
ス
テ
ム
の
高
度
化
な
ど
モ
デ
ル
事

業
と
し
て
支
援
す
る
低
炭
素
型「
地
域
循

環
圏
」整
備
推
進
事
業
に
5
、
7
0
0
万

円
等
が
計
上
さ
れ
た
。

・ 「
単
独
処
理
浄
化
槽
の
転
換
な
ど
浄
化

槽
の
更
な
る
整
備
の
推
進
」

循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
（
公
共

事
業
・
浄
化
槽
分
）と
し
て
1
0
5
億
2
、7

0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
、湖
沼
等
公
共
用
水

域
等
の
水
質
汚
濁
の
大
き
な
原
因
と
な
っ

て
い
る
生
活
排
水
対
策
を
推
進
し
良
好
な

水
環
境
や
健
全
な
水
循
環
を
確
保
す
る
た

め
、
浄
化
槽
整
備
に
対
す
る
国
の
助
成
制

度
の
一
層
の
充
実
を
図
る
と
し
て
い
る
。

【
そ
の
他
】

・
山
小
屋
ト
イ
レ
整
備

国
立
公
園
内
な
ど
の
山
岳
地
域
で
山
小

屋
の
経
営
者
ら
が
ト
イ
レ
整
備
を
行
う
際

に
、
国
が
半
額
を
補
助
す
る
山
小
屋
ト
イ

レ
整
備
補
助
事
業（
平
成
22
年
度
当
初
予
算

1
億
2
、
0
0
0
万
円
）
は
、
省
庁
版
の

事
業
仕
分
け
で「
受
益
者
負
担
に
す
べ
き
」

「
利
用
料
で
建
設
費
を
賄
う
べ
き
」
な
ど

の
指
摘
に
よ
り
「
廃
止
」
と
の
判
定
が
な

さ
れ
た
が
、
元
気
な
日
本
復
活
特
別
枠
に

環
境
省
が
山
岳
環
境
保
全
対
策
事
業
と
し

て
要
求
し
た
1
億
7
、
5
0
0
万
円
が
満

額
認
め
ら
れ
た
。

環 境 省環 境 省環 境 省
平成23年度　関係省庁予算平成23年度　関係省庁予算

－廃棄物・リサイクル対策関係予算・施策の概要－－廃棄物・リサイクル対策関係予算・施策の概要－
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平成23年度環境省予算（案）の概要

平成22年度
当初予算額

平成23年度予算（案）額
対前年度比

うち、「特別枠」 ※ 1
（非公共） 億円 億円 億円 ％

一 般 政 策 経 費 等 1,018 1,040 35 102.1

エネルギー特会繰入※ 2 355 341 65 96.1

計 1,373 1,381 100 100.6

（公　共）

廃 棄 物 591 528 0 89.3

自 然 公 園 107 100 5 93.4

計 699 628 5 90.0

合 　 　 　 計 2,072 2,009 105 97.0

【一般会計】

※ 1　「特別枠」：「元気な日本復活特別枠」である。
※ 2　エネルギー特会：エネルギー対策特別会計である。

事　　　　　項 平成22年度
予　算　額

平成23年度
予　算　額

対前年度比較
増 △ 減 額

世界に通用する静脈産業の育成 ※
　・日系静脈産業メジャーの育成・海外展開促進事業
　　　～廃棄物処理・リサイクルシステムをパッケージとして海外展開～ 0

［1,130］
600 600

　・アジア低炭素・循環型社会構築力強化プログラム事業 152 137 △ 15
　・廃棄物等の越境移動に係る国際的環境問題対策費 73 66 △ 7
　・循環型社会づくりビジネス支援事業 220 180 △ 40
　・ リデュース・リユースを重視した 3Ｒ強化・促進プログラム「見える化」
推進費 36 48 12

　・環境研究総合推進費（競争的資金）（内数） 7,007 8,007 1,000
地域における循環資源の高度利用等
　・循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分を除く） 35,125 31,235 △ 3,890
　・廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進事業 1,300 789 △ 511
　・廃棄物系バイオマス利用推進事業 0 46 46
　・不法投棄跡地等利用推進事業費補助金 0 100 100
　・廃棄物処理の 3Ｒ化・低炭素化改革支援事業 0 57 57
　・2030年循環型社会のグランドデザイン検討・実現事業 0 10 10
　・低炭素型「地域循環圏」整備推進事業 64 57 △ 7
安全・安心な廃棄物処理・リサイクルの推進
　・特別管理廃棄物処理基準等設定費 11 36 25
　・PCB廃棄物適正処理対策推進事業 107 97 △ 10
　・クリアランス廃棄物管理システム整備費 18 20 2
　・産業廃棄物不法投棄等原状回復措置推進費補助金 3,670 3,670 0
浄化槽の更なる整備の推進
　・循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分） 11,688 10,527 △ 1,161
　・民間活用による新たな浄化槽整備・管理のあり方検討調査費 0 7 7
　・し尿処理システム国際普及推進事業費 20 16 △ 4

（単位：百万円）

廃棄物・リサイクル対策関係予算表

※［ 　］書は、環境研究総合推進費の中で計上している「静脈産業の海外展開に資する技術開発」（530百万円）を加えた額。
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【
ダ
ム
・
発
電
協
関
係
】

電
源
立
地
の
円
滑
化
や
発
電
所
所
在
地

域
の
公
共
施
設
整
備
等
を
目
的
と
し
た
電

源
立
地
地
域
対
策
交
付
金
（
1
、
1
1
0

億
円
）
の
う
ち
、
水
力
発
電
施
設
周
辺
地

域
交
付
金
相
当
部
分
（
水
力
交
付
金
）
に

つ
い
て
は
、
60
億
8
、
7
3
4
万
円
（
対

前
年
比
10
％
減
）
が
確
保
さ
れ
た
。

水
力
交
付
金
は
、
昭
和
56
年
に
創
設
さ

れ
、
30
年
間
を
経
過
し
た
今
年
度
末
で
多

く
の
市
町
村
で
期
限
切
れ
を
迎
え
る
こ
と

と
な
っ
て
い
た
が
、
平
成
23
年
度
以
降
に

つ
い
て
は
、
交
付
金
単
価
の
引
き
下
げ
等

の
見
直
し
を
行
っ
た
上
、
10
年
間
延
長
さ

れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

主
な
見
直
し
の
内
容
は
、
①
交
付
金
単

価
の
引
き
下
げ
（
一
般
水
力
発
電
所
：

7
・
5
銭
／
KWh
↓
5
・
9
銭
／
KWh
、
揚
水

水
力
発
電
所
：
3
・
75
銭
／
KWh
↓
2
・
95

銭
／
KWh
）、
②
最
高
限
度
額
（
5
、
0
0

0
万
円
）
の
撤
廃
、
③
最
低
保
証
額
の
引

き
下
げ
（
4
5
0
万
円
↓
4
4
0
万
円
）、

④
交
付
区
域
の
見
直
し
（
合
併
前
市
町
村

の
交
付
額
を
合
算
し
て
交
付
↓
合
併
後
の

市
町
村
単
位
で
算
出
し
て
交
付
）
な
ど
。

な
お
、
①
の
交
付
金
単
価
の
引
き
下
げ

に
つ
い
て
は
、
平
成
24
年
度
か
ら
適
用
さ

れ
、
平
成
23
年
度
は
、
減
額
幅
が
半
分
程

度
と
な
る
よ
う
激
変
緩
和
措
置
が
設
け
ら

れ
た
。

こ
の
ほ
か
、
国
産
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の

有
効
活
用
の
観
点
か
ら
、
中
小
水
力
の
開

発
を
促
進
す
る
た
め
、
中
小
水
力
・
地
熱

発
電
開
発
費
等
補
助
金
11
億
8
千
万
円
、

中
小
水
力
発
電
事
業
利
子
補
給
金
助
成
事

業
費
補
助
金
1
億
5
千
万
円
、
中
小
水
力

開
発
促
進
指
導
事
業
基
礎
調
査
委
託
費
5

千
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。

【
観
光
地
協
関
係
】

観
光
関
係
予
算（
観
光
庁
関
係
）は
、1

0
1
億
4
、
8
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
、

対
前
年
度
比
20
％
減
と
な
っ
た
。「
訪
日

外
国
人
3
0
0
0
万
人
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を

着
実
に
実
施
す
る
た
め
の
「
訪
日
旅
行
促

進
（
ビ
ジ
ッ
ト
・
ジ
ャ
パ
ン
）
事
業
」は
、

30
％
減
の
60
億
5
、
5
0
0
万
円
、
様
々

な
滞
在
型
観
光
の
取
組
み
を
推
進
し
、
市

場
と
の
窓
口
機
能
等
を
担
う
「
観
光
地
域

づ
く
り
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」の
形
成
を

促
進
し
、着
地
型
旅
行
商
品
の
企
画
・
販
売
、

人
材
育
成
等
を
行
う
取
組
を
支
援
す
る
、

観
光
地
域
づ
く
り
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
支

援
事
業
は
50
％
減
の
2
億
7
、
1
0
0
万

円
と
な
っ
た
。
そ
れ
ぞ
れ
、
行
政
刷
新
会

議
の
事
業
仕
分
け
に
お
い
て
大
幅
縮
減
が

求
め
ら
れ
て
い
た
。

こ
の
ほ
か
、「
新
成
長
戦
略
」を
踏
ま
え
、

休
暇
取
得
の
分
散
化
の
意
義
・
メ
リ
ッ
ト

等
を
幅
広
く
周
知
す
る
措
置
を
講
じ
る
と

と
も
に
、
休
暇
取
得
の
分
散
化
の
円
滑
な

導
入
に
向
け
た
取
組
を
実
施
す
る
。

【
半
島
協
関
係
】

半
島
振
興
関
係
予
算
の
う
ち
、
半
島
振

興
等
に
必
要
な
経
費
（
国
土
交
通
省　

都

市
・
地
域
整
備
局
地
方
振
興
課
半
島
振
興

室
関
係
）
で
は
、
半
島
地
域
の
自
立
的
発

展
を
目
指
し
、
地
域
の
多
様
な
資
源
を
活

用
し
た
産
業
の
創
出
に
つ
な
が
る
自
主
的

か
つ
継
続
的
な
地
域
づ
く
り
活
動
を
活
発

化
さ
せ
る
と
と
も
に
、都
市
と
半
島
地
域
、

半
島
地
域
間
の
交
流
・
連
携
を
促
進
す
る

取
り
組
み
を
行
う
た
め
5
、
0
0
0
万
円

（
前
年
度
比
19
・
2
％
減
）が
計
上
さ
れ
た
。

【
豪
雪
協
関
係
】

豪
雪
地
帯
関
係
予
算
（
国
土
交
通
省
関

係
）
は
、
豪
雪
地
帯
対
策
特
別
事
業
の
継

続
事
業
分
（
平
成
22
年
度
7
、
7
0
0
万

円
）へ
の
措
置
が
終
了
し
た
こ
と
に
伴
い
、

前
年
度
比
74
％
減
の
2
、
4
0
0
万
円
と

な
っ
た
。
雪
国
に
関
す
る
行
政
ニ
ー
ズ
の

変
化
に
対
応
す
る
と
と
も
に
、
豪
雪
地
帯

対
策
特
別
措
置
法
に
関
す
る
施
策
検
討
の

基
礎
資
料
と
す
る
た
め
、
降
積
雪
状
況
、

雪
害
、
防
除
雪
施
設
等
の
自
治
体
に
係
る

基
礎
的
デ
ー
タ
の
収
集
、分
析
を
行
う「
豪

雪
地
帯
基
礎
調
査
」
と
し
て
1
、
5
0
0

万
円
（
前
年
度
同
額
）
等
が
計
上
さ
れ
た
。

各 協 議 会各 協 議 会各 協 議 会
平成23年度　関係省庁予算平成23年度　関係省庁予算

－関係省庁予算・施策の概要－－関係省庁予算・施策の概要－
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自
分
と
は
違
う
考
え
方
の
意
見
に
出

合
っ
た
と
き
、
あ
な
た
は
ど
の
よ
う
な
反

応
を
し
て
い
る
で
し
ょ
う
か
。

　

こ
ち
ら
の
意
見
に
真
っ
向
か
ら
反
対
さ

れ
た
り
、
ち
ょ
っ
と
し
た
論
議
に
な
っ
て

し
ま
う
よ
う
な
こ
と
も
あ
る
で
し
ょ
う
。

そ
の
よ
う
な
相
手
に
対
し
、「
自
分
を
否

定
さ
れ
た－

」
と
ム
キ
に
な
っ
た
り
、
い

ち
い
ち
気
に
し
た
り
す
る
必
要
は
ま
っ
た

く
あ
り
ま
せ
ん
。
じ
つ
は
、
こ
う
し
た
異

な
る
意
見
は
、
あ
な
た
の
成
長
の
た
め
の

大
切
な
要
素
な
の
で
す
。

　

ビ
ジ
ネ
ス
で
の
職
位
が
上
が
っ
て
い
く

に
つ
れ
て
、
社
内
外
で
の
交
渉
な
ど
「
違

う
意
見
」
に
出
合
う
こ
と
は
日
常
茶
飯
事

と
な
り
ま
す
。
そ
ん
な
場
面
で
は「
自
分
、

も
し
く
は
自
分
の
部
署
の
意
見
を
通
す
技

術
」
が
重
要
に
な
り
、
こ
の
能
力
が
高
け

れ
ば
周
囲
か
ら
信
頼
が
得
ら
れ
、
仕
事
が

ス
ム
ー
ズ
に
進
ん
で
い
き
ま
す
。
し
た

が
っ
て
、
違
う
意
見
に
出
合
っ
た
と
き
は

む
し
ろ
チ
ャ
ン
ス
と
考
え
、「
ま
ず
自
分

が
ど
う
と
ら
え
る
か
」「
そ
の
後
ど
う
や
っ

て
、
双
方
納
得
の
い
く
結
論
へ
と
導
い
て

い
く
か
」
の
練
習
だ
と
思
っ
て
対
処
し
ま

し
ょ
う
。

と
ら
え
方
の
ポ
イ
ン
ト

　

ま
ず
は
、
冷
静
に
し
っ
か
り
と
相
手
の

意
見
を
聴
き
ま
し
ょ
う
。
心
を
閉
ざ
し
た

り
、
意
地
を
張
っ
た
り
す
る
の
は
幼
稚
な

反
応
。「
あ
あ
、
世
の
中
に
は
こ
ん
な
考

え
方
も
あ
る
の
か
」「
こ
の
場
面
で
こ
ん

な
ふ
う
に
い
う
と
、
相
手
を
ム
カ
つ
か
せ

て
し
ま
う
も
の
な
ん
だ
な
。
自
分
が
い
う

と
き
は
気
を
つ
け
よ
う
…
…
」
と
い
っ
た

よ
う
に
、「
自
分
と
相
手
の
違
い
を
知
っ

て
楽
し
む
」く
ら
い
の
感
覚
で
受
け
取
り
、

よ
い
〝
気
づ
き
〞
と
し
て
と
ら
え
る
こ
と

を
お
薦
め
し
ま
す
。

対
処
の
仕
方
の
ポ
イ
ン
ト

（
一
）
否
定
か
ら
入
ら
な
い

　
「
そ
れ
に
は
反
対
で
す
ね
」「
そ
の
考
え

は
お
か
し
い
と
思
い
ま
す
」「
そ
れ
は
間

違
っ
て
い
ま
す
よ
」。
こ
の
よ
う
な
い
い

方
で
は
、
さ
す
が
に
角
が
立
ち
ま
す
。
人

は
自
分
の
意
見
を
否
定
さ
れ
る
と
、
そ
の

後
の
話
を
聴
く
こ
と
に
抵
抗
感
を
も
っ
て

し
ま
い
ま
す
。

（
二
）「
逆
説
語
」
を
使
わ
な
い

　
「
で
も
」「
し
か
し
」「
け
ど
」「
…
…
で

す
が
、」
と
い
っ
た
「
逆
説
語
」
を
使
わ

な
い
よ
う
心
が
け
ま
し
ょ
う
。
往
々
に
し

て
本
文
だ
け
で
十
分
否
定
の
意
味
は
伝
わ

る
の
に
、
逆
説
語
が
入
る
と
全
体
が
さ
ら

自
分
と
は
違
う
意
見
へ
の

適
切
な
対
処
法

自
分
と
は
違
う
意
見
へ
の

適
切
な
対
処
法

株
式
会
社
ヴ
ィ
ベ
ア
ー
タ
　

代
表
取
締
役
　

新
田　

龍

株
式
会
社
ヴ
ィ
ベ
ア
ー
タ
　

代
表
取
締
役
　

新
田　

龍

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
極
意
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に
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
印
象
に
な
っ
て
し
ま
う

も
の
な
の
で
す
。

　

ポ
イ
ン
ト
は
「
Ｙ
ｅ
ｓ
」
か
ら
入
り
、

次
に
「
ｂ
ｕ
ｔ
」
で
は
な
く
て
「
ａ
ｎ
ｄ
」

で
話
を
つ
な
げ
て
い
く
、
と
い
う
こ
と
で

す
。「
そ
う
で
す
ね
、
で
も
…
…
」
と
い

う
表
現
で
は
な
く
、「
そ
う
で
す
ね
。
そ

し
て
私
と
し
て
は
…
…
」
と
、
相
手
の
意

見
も
受
け
入
れ
て
か
ら
、
自
分
の
意
見
を

述
べ
る
の
で
す
。
否
定
さ
れ
る
と
反
発
す

る
も
の
で
す
が
、
肯
定
さ
れ
た
う
え
で
追

加
の
意
見
が
あ
る
と
い
う
状
況
な
ら
、
相

手
も
聴
く
準
備
が
で
き
ま
す
。

（
三
）
会
話
の
目
的
を
意
識
す
る

　

あ
な
た
が
、
目
の
前
の
人
と
意
見
を
交

わ
す
こ
と
は
「
長
期
的
な
信
頼
関
係
を
つ

く
る
」
こ
と
が
最
終
目
的
で
あ
る
と
思
い

ま
す
。
意
見
を
戦
わ
せ
て
「
自
分
の
意
見

を
通
し
て
い
い
気
持
ち
に
な
り
た
い
」
だ

け
の
こ
と
で
は
な
い
は
ず
。
会
話
の
目
的

を
意
識
し「
い
い
負
か
す
」で
は
な
く「
分

か
り
あ
え
る
」
方
向
を
つ
ね
に
考
え
ま

し
ょ
う
。

（
四
）
発
言
と
人
格
は
分
け
て
考
え
る

　
「
そ
ん
な
こ
と
を
い
う
な
ん
て
、
お
か

し
い
じ
ゃ
な
い
で
す
か
」「
そ
れ
は
無
責

任
で
す
よ
」「
そ
ん
な
考
え
は
甘
い
で
す

ね
」
…
…
感
情
的
に
な
っ
て
し
ま
う
と
、

こ
う
い
う
言
葉
が
つ
い
つ
い
口
を
つ
い
て

し
ま
う
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　

あ
く
ま
で
、
意
見
は
意
見
、
人
は
人
で

す
。
意
見
が
自
分
と
合
わ
な
か
っ
た
か
ら

と
い
っ
て
、
相
手
の
人
格
ま
で
攻
撃
し
て

し
ま
う
の
は
未
熟
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

発
言
し
て
い
る
人
に
と
っ
て
、
そ
の
意
見

は
正
論
な
の
で
す
。

（
五
）
相
手
の
立
場
に
立
っ
て
考
え
る

　

意
見
を
交
わ
し
て
い
る
相
手
と
ど
う
し

て
も
相
容
れ
な
い
と
き
、も
し
か
し
た
ら
、

あ
な
た
の
考
え
が
誤
っ
て
い
る
か
も
し
れ

ま
せ
ん
。
そ
の
よ
う
な
と
き
は
、
一
度
会

話
の
思
考
を
リ
セ
ッ
ト
し
て
、
両
者
が
そ

れ
ぞ
れ
相
手
の
立
場
に
立
っ
て
考
え
て
み

ま
し
ょ
う
。
そ
う
し
て
問
題
に
対
処
す
る

こ
と
が
で
き
れ
ば
、
よ
り
建
設
的
な
話
し

合
い
に
な
る
は
ず
で
す
。

　

い
ず
れ
も
、
い
う
の
は
簡
単
な
が
ら
行

う
の
は
難
し
い
こ
と
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

し
か
し
一
時
の
感
情
に
流
さ
れ
ず
、
ぜ
ひ

長
期
的
な
視
点
で
考
え
、
前
述
の
対
処
ポ

イ
ン
ト
を
実
践
し
て
み
て
く
だ
さ
い
。

き
っ
と
、
あ
な
た
の
キ
ャ
リ
ア
に
お
い
て

も
好
影
響
に
な
る
こ
と
で
し
ょ
う
。
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